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概 要 
 

地方財政計画 

 令和５年度の地方財政計画は、歳出面においては、地域のデジタル化や脱炭素

化の推進等に対応するために必要な経費を充実して計上するとともに、地方団

体が住民のニーズに的確に応えつつ、行政サービスを安定的に提供できるよう、

社会保障関係費の増加を適切に反映した計上等を行う一方、国の取り組みと基

調を合わせた歳出改革を行うこととされました。 

また、歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」等を踏まえ、

交付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額につ

いて、令和４年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保

することを基本として、令和５年度の地方財政計画の規模は、1.6％増、92 兆

350 億円となりました。 

 

本町の決算の概要 

令和５年度は、本格的に工事に着手した佐々クリーンセンター基幹的設備改

良事業の工事費の大幅な増加や、原油価格・物価高騰に対する地域経済の活性

化並びに町民生活支援等の事業の影響を受けた決算となりました。 

令和５年度一般会計決算額は、歳入総額 18.1%増の 94 億 7,537 万円、歳出総

額 16.3%増の 87 億 7,734 万円、翌年度へ繰り越すべき財源 3 億 8,605 万円を除

く実質収支額は 6.0％減の 3 億 1,198 万円になりました。 

 歳入総額増の主な要因は、国庫支出金の増（27.1％増の 16 億 4,912 万円）、地

方交付税の増（10.8％増の 19 億 4,692 万円）、繰入金の増（34.4％増の 7 億 5,471

万円）、町債の増（86.7％増の 15 億 6,210 万円）などです。 

 歳出総額増の主な要因は、衛生費の増（183.0％増の 23 億 1,608 万円）、民生

費の増（8.3%増の 22 億 5,874 万円）、消防費の増（17.7％増の 2 億 7,666 万円）

などです。  

繰越額は、庁舎建設事業、佐々クリーンセンター基幹的設備改良事業の継続

費繰越額が 14 億 6,689 万円、住民税均等割のみ課税世帯への給付金事業、子育
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て応援商品券事業、橋梁長寿命化対策事業など全１５事業の繰越明許費繰越額

が 1 億 7,266 万円となり、総額で 16 億 3,955 万円となりました。 

 また、町の借金である一般会計の地方債残高は、10 億 2,882 万円増の 56 億

154 万円に、町の貯金である一般会計の基金現在高は、3 億 4,786 万円減の 50

億 6,132 万円になりました。 

決算における主な指標として、財政構造の弾力性を測定する経常収支比率は、

地方交付税の増等により、歳入経常一般財源は 8,996 万円の増となりましたが、

扶助費や繰出金、物件費などの増により、歳出経常一般財源は 1 億 1,287 万円

の増となったことで、0.8 ポイント増の 91.0％になりました。 

また、町の財政健全化を示す比率として、実質公債費比率（3 か年平均）は、

一般会計の元利償還金の増等が要因となり 0.2％増の 8.8％、その他、実質赤字

比率（△8.1%）、連結実質赤字比率（△34.2%）、将来負担比率（△83.0%）、資

金不足比率（水道事業会計△278.8%、公共下水道事業会計△9.9%）は、数値

に赤字の要素がないため、負の値になりました。 

町の大型事業である庁舎建設事業については、新庁舎の基礎工事と鉄骨工事

が完了し、令和 6 年 3 月末時点の工事進捗率は 37.02％となっています。佐々ク

リーンセンター基幹的設備改良事業については、1 号焼却炉の改良工事が完了し、

令和 6 年 3 月末時点での工事進捗率は 56.8％となっています。し尿等前処理施

設建設事業については、地下水槽部の整備と建屋の基礎工事が完了し、令和 6

年 3 月末時点での工事進捗率は 37.2％となっています。 

大型事業以外の主な事業としては、普通建設事業において、第５分団消防詰

所新築工事、北部体育館屋根外壁改修工事、佐々中学校のバリアフリー化や床

改修工事などを行いました。 

このほか、市瀬第 2 団地（A 棟）外壁改修工事、町道中央海岸線等の舗装補

修工事、橋梁長寿命化対策工事、町道赤崎線通学路緊急対策工事、江里川護岸

整備工事など、社会基盤・インフラ等の整備更新も実施しました。 

ソフト事業では、隔年で実施していた胃がん（内視鏡）検診、子宮頸がん検
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診、乳がん検診を年 1 回受診できる体制の整備、保険適用外となる先進医療に

おける不妊治療費に対する一部助成、小・中学生の医療費助成拡充（現物給付

の範囲を佐世保市内の医療機関等まで拡充）、町内保育園等が保有するバスの安

全装置設置や使用済みおむつの園処分に必要な設備整備に対する補助、家事・

育児に対して不安や負担を抱える子育て家庭において家事育児等の支援を行う

ボランティア評価ポイントの交付、医療的ケアが必要な児童に対する看護師配

置などの支援、中学校部活動の地域移行を検討する在り方検討委員会の開催、

持続可能な地域旅客運送サービスの確保を目的とした地域公共交通計画を佐世

保市と共同での策定、森林資源を適切に管理するための林地台帳更新・意向調

査準備業務や、県外から町内に移住される世帯の引っ越し等にかかる費用の一

部補助など各分野において事業を行いました。 

電力・ガス・食料品等の物価高騰対策として国の臨時交付金を活用し、公立

学童クラブ・町内保育園等副食費物価高騰対策支援事業、学校給食物価高騰対

策事業、学校給食費負担軽減事業（中学生無償化分）、畜産農家物価高騰対策支

援事業、肉用牛経営緊急支援事業、生活応援商品券事業、公共交通事業者持続

化支援事業など地域経済の活性化や町民生活支援事業を行いました。 

このほか、全妊婦訪問や産後ケア事業、高校生までの福祉医療費助成事業や

小中学校における学力向上対策事業など、福祉・子育て施策も継続して実施し

ています。 

また、議会運営の効率化、迅速化のためタブレット端末を導入し、議案書等

のペーパーレス化による印刷費削減、職員の事務作業時間短縮や新庁舎建設に

合わせた電子計算システムの更改準備、公文書管理の改善を図るファイリング

方式の導入など効率的かつ機能的な行政運営を目指す取組みを行いました。 

また、第 7 次佐々町総合計画「暮らしいちばん！住むなら さざ～みんなが

輝き、みんなで創るまち～」の実現に向けたまちづくりを進めた結果、令和６

年 1 月 1 日現在の住民基本台帳人口は、前年と比較すると 115 人減の 13,988 人

となりましたが、そのうち年少人口（0 歳～14 歳）の割合は 16.4％（2,288 人）

と県内市町では最も高い割合となっています。 
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,4
9
4

8
6
1

0
1
4

0
0
4
0
,3
3
5
1
1
8
,5
2
5
2
4
,0
5
3
1
4
2
,5
7
8

社
会
福
祉
費

0
1
5

1
,4
6
7
4
7
,0
4
0

1
,6
8
1

1
,2
1
8

3
0
7

3
,6
5
3
1
0
,8
5
1

8
,7
2
7

8
6
1

0
1
4

0
0
2
7
,3
1
2
7
5
,8
1
9
1
5
,1
5
7
9
0
,9
7
6

児
童
福
祉
費

0
8

1
1
4
2
9
,5
6
9

3
7
3

4
2
0

3
6
5

1
,2
0
2

5
,8
9
6

4
,7
6
7

0
0

0
0

0
1
3
,0
2
3
4
2
,7
0
6

8
,8
9
6
5
1
,6
0
2

4
衛
生
費

0
1
4

0
4
9
,0
7
5

1
,0
5
8

9
4
8

5
0
4

3
,6
9
1
1
0
,2
3
0

8
,0
7
0

1
,8
4
8

0
1
1
7

0
0
2
6
,4
6
6
7
5
,5
4
1
1
5
,7
7
6
9
1
,3
1
7

保
健
衛
生
費

0
1
1

0
3
8
,1
5
2

6
2
3

7
9
8

4
4
8

2
,7
2
3

7
,9
5
8

6
,4
2
5

1
,5
2
3

0
1
6

0
0
2
0
,5
1
4
5
8
,6
6
6
1
2
,1
2
8
7
0
,7
9
4

清
掃
費

0
3

0
1
0
,9
2
3

4
3
5

1
5
0

5
6

9
6
8

2
,2
7
2

1
,6
4
5

3
2
5

0
1
0
1

0
0

5
,9
5
2
1
6
,8
7
5

3
,6
4
8
2
0
,5
2
3

5
労
働
費

0
0

0
4
1
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
1
0

6
4

4
7
4

労
働
諸
費

0
0

0
4
1
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
1
0

6
4

4
7
4

6
農
林
水
産
業
費

0
7

4
,6
4
2
2
6
,3
0
7

1
,0
5
8

9
3
6

2
4

1
,6
0
2

5
,7
8
5

4
,6
4
3

6
7
2

0
0

0
0
1
4
,7
2
0
4
5
,6
6
9

8
,6
1
5
5
4
,2
8
4

農
業
費

0
7

4
,6
4
2
2
6
,3
0
7

1
,0
5
8

9
3
6

2
4

1
,6
0
2

5
,7
8
5

4
,6
4
3

6
7
2

0
0

0
0
1
4
,7
2
0
4
5
,6
6
9

8
,6
1
5
5
4
,2
8
4

7
商
工
費

0
2

0
6
,4
5
5

0
1
2
0

8
5

2
3
6

1
,4
3
2

1
,1
7
8

2
5
8

0
0

0
0

3
,3
0
9

9
,7
6
4

2
,0
1
3
1
1
,7
7
7

商
工
費

0
2

0
6
,4
5
5

0
1
2
0

8
5

2
3
6

1
,4
3
2

1
,1
7
8

2
5
8

0
0

0
0

3
,3
0
9

9
,7
6
4

2
,0
1
3
1
1
,7
7
7

8
土
木
費

0
1
2

8
6
4
2
,6
9
1

1
,4
2
0

1
,8
1
2

3
7
6

3
,6
7
8

9
,5
4
9

7
,6
4
2

5
5
8

0
3

0
0
2
5
,0
3
8
6
7
,8
1
5
1
3
,7
9
7
8
1
,6
1
2

土
木
管
理
費

0
1
1

2
7
3
9
,6
0
1

1
,4
2
0

1
,8
1
2

3
2
6

2
,8
9
1

8
,8
8
7

7
,0
8
8

2
7
6

0
0

0
0
2
2
,7
0
0
6
2
,3
2
8
1
2
,7
8
1
7
5
,1
0
9

道
路
橋
梁
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
都
市
計
画
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
住
宅
費

0
1

5
9

3
,0
9
0

0
0

5
0

7
8
7

6
6
2

5
5
4

2
8
2

0
3

0
0

2
,3
3
8

5
,4
8
7

1
,0
1
6

6
,5
0
3

9
消
防
費

0
0
1
2
,7
3
0

0
0

0
0

2
,3
0
4

0
0

0
0

1
1

3
5

0
2
,3
5
0
1
5
,0
8
0

0
1
5
,0
8
0

消
防
費

0
0
1
2
,7
3
0

0
0

0
0

2
,3
0
4

0
0

0
0

1
1

3
5

0
2
,3
5
0
1
5
,0
8
0

0
1
5
,0
8
0

1
0
教
育
費

1
1
0

3
,9
8
1
3
8
,0
7
2

6
2
3

1
,2
6
0

1
4
4

3
,7
6
6

8
,9
1
1

5
,1
2
2

1
,3
4
0

0
0

0
0
2
1
,1
6
6
6
3
,2
1
9
1
1
,8
0
2
7
5
,0
2
1

教
育
総
務
費
（
特
別
職
）

1
0

9
2
4

6
,9
0
0

0
0

0
0

2
,4
4
4

0
0

0
0

0
0

2
,4
4
4
1
0
,2
6
8

1
,9
4
6
1
2
,2
1
4

教
育
総
務
費
（
一
般
職
）

0
4

0
1
2
,8
1
5

6
2
3

2
4
0

1
2
0

2
,1
2
9

2
,7
1
2

2
,2
2
9

3
6
2

0
0

0
0

8
,4
1
5
2
1
,2
3
0

4
,2
1
7
2
5
,4
4
7

小
学
校
費

0
1

1
,5
0
2

3
,3
7
7

0
3
6
0

0
0

7
6
3

5
7
7

3
2
4

0
0

0
0

2
,0
2
4

6
,9
0
3

1
,1
3
5

8
,0
3
8

中
学
校
費

0
0

6
1
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
6
1
0

0
6
1
0

社
会
教
育
費

0
5

1
8
9
1
4
,9
8
0

0
6
6
0

2
4

1
,6
3
7

2
,9
9
2

2
,3
1
6

6
5
4

0
0

0
0

8
,2
8
3
2
3
,4
5
2

4
,5
0
4
2
7
,9
5
6

保
健
体
育
費

0
0

7
5
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
7
5
6

0
7
5
6

1
1
災
害
復
旧
費

0
0

0
0

0
0

0
2
6

0
0

0
0

0
0

0
2
6

2
6

0
2
6

農
林
水
産
施
設
災
害
復
旧
費

0
0

0
0

0
0

0
2
6

0
0

0
0

0
0

0
2
6

2
6

0
2
6

公
共
土
木
施
設
災
害
復
旧
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1
3

1
0
2
5
7
,8
7
9
3
7
5
,8
1
3
1
0
,7
4
7
1
0
,2
3
9

3
,0
7
9
3
3
,8
1
8
9
5
,1
5
7
6
1
,3
7
6

7
,8
3
3

7
,4
6
0

1
4
5

8
6
6
0
,2
4
5
2
9
0
,1
8
5
7
2
3
,8
7
7
1
2
6
,4
0
0
8
5
0
,2
7
7

合
計

給
　
　
与
　
　
費
　
　
明
　
　
細
　
　
書

（単
位
：千

円
）

区
分

報
酬

給
料

職
員
手
当
等

職
員
数

共
済
費

合
計

計

※
決
算
額
は
、
四
捨
五
入
の
関
係
上
、
計
が
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
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【
会
計
年
度
任
用
職
員
】

特
別
職

一
般
職

管
理
職
手
当
扶
養
手
当

通
勤
手
当

時
間
外
手
当
期
末
手
当

勤
勉
手
当

住
居
手
当

児
童
手
当

特
殊
勤
務
手
当

管
理
職
特
勤
手
当

退
手
負
担
金

小
計

1
議
会
費

1
1
,0
1
7

0
0

0
1
9
0

1
9
0

1
,2
0
7

0
1
,2
0
7

議
会
費
（
特
別
職
）

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

議
会
費
（
一
般
職
）

1
1
,0
1
7

0
0

0
1
9
0

1
9
0

1
,2
0
7

0
1
,2
0
7

2
総
務
費

3
1
1
2
,9
3
3

4
,2
8
9

5
0

0
2
,8
1
1

2
,8
6
1
2
0
,0
8
3

3
,4
3
8
2
3
,5
2
1

総
務
管
理
費
（
特
別
職
）

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

総
務
管
理
費
（
一
般
職
）

6
5
,2
8
3

4
,2
8
9

5
0

0
1
,8
0
0

1
,8
5
0
1
1
,4
2
2

2
,3
7
7
1
3
,7
9
9

徴
税
費

6
3
,0
5
3

0
0

0
2
2
8

2
2
8

3
,2
8
1

5
4
0

3
,8
2
1

戸
籍
住
民
基
本
台
帳
費

3
3
,8
5
6

0
0

0
7
8
3

7
8
3

4
,6
3
9

5
2
1

5
,1
6
0

選
挙
費

1
5

6
8
5

0
0

0
0

0
6
8
5

0
6
8
5

統
計
調
査
費

1
5
6

0
0

0
0

0
5
6

0
5
6

監
査
委
員
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
民
生
費

3
1
2
3
,5
1
1
3
3
,1
7
1

2
5
2

0
1
0
,7
6
1

1
1
,0
1
3
6
7
,6
9
5
1
1
,5
5
2
7
9
,2
4
7

社
会
福
祉
費

6
8
,0
2
9

0
0

0
1
,4
5
6

1
,4
5
6

9
,4
8
5

1
,6
0
5
1
1
,0
9
0

児
童
福
祉
費

2
5
1
5
,4
8
2
3
3
,1
7
1

2
5
2

0
9
,3
0
5

9
,5
5
7
5
8
,2
1
0

9
,9
4
7
6
8
,1
5
7

4
衛
生
費

2
4
1
3
,2
3
1
1
2
,3
0
8

1
0
2

0
4
,2
7
1

4
,3
7
3
2
9
,9
1
2

4
,1
4
0
3
4
,0
5
2

保
健
衛
生
費

1
2

8
,6
8
2

0
0

0
1
,4
0
9

1
,4
0
9
1
0
,0
9
1

1
,3
4
6
1
1
,4
3
7

清
掃
費

1
2

4
,5
4
9
1
2
,3
0
8

1
0
2

0
2
,8
6
2

2
,9
6
4
1
9
,8
2
1

2
,7
9
4
2
2
,6
1
5

5
労
働
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

労
働
諸
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

6
農
林
水
産
業
費

6
1
,5
7
8

9
,2
4
2

6
7

0
2
,0
8
6

2
,1
5
3
1
2
,9
7
3

1
,5
8
5
1
4
,5
5
8

農
業
費

6
1
,5
7
8

9
,2
4
2

6
7

0
2
,0
8
6

2
,1
5
3
1
2
,9
7
3

1
,5
8
5
1
4
,5
5
8

7
商
工
費

1
2
,1
6
6

0
0

0
4
0
9

4
0
9

2
,5
7
5

4
1
2

2
,9
8
7

商
工
費

1
2
,1
6
6

0
0

0
4
0
9

4
0
9

2
,5
7
5

4
1
2

2
,9
8
7

8
土
木
費

9
1
,5
7
8
1
6
,1
5
1

2
4
1

0
3
,5
4
9

3
,7
9
0
2
1
,5
1
9

3
,3
8
2
2
4
,9
0
1

土
木
管
理
費

1
1
,5
7
8

0
0

0
2
9
3

2
9
3

1
,8
7
1

2
7
7

2
,1
4
8

道
路
橋
梁
費

8
0
1
6
,1
5
1

2
4
1

0
3
,2
5
6

3
,4
9
7
1
9
,6
4
8

3
,1
0
5
2
2
,7
5
3

都
市
計
画
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

住
宅
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

9
消
防
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

消
防
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
0
教
育
費

7
5
5
6
,1
3
8
2
7
,8
1
6

3
3
9

3
5
7
1
4
,6
6
8

1
5
,3
6
4
9
9
,3
1
8
1
3
,6
2
5
1
1
2
,9
4
3

教
育
総
務
費
（
特
別
職
）

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

教
育
総
務
費
（
一
般
職
）

3
4
,9
8
1

0
0

0
9
1
4

9
1
4

5
,8
9
5

8
6
8

6
,7
6
3

小
学
校
費

2
5
1
4
,0
4
8
1
6
,2
1
5

1
2
0

1
8
0

5
,2
0
5

5
,5
0
5
3
5
,7
6
8

4
,6
1
0
4
0
,3
7
8

中
学
校
費

1
3

5
,8
3
1

9
,2
1
8

2
1
5

1
7
7

2
,4
0
8

2
,8
0
0
1
7
,8
4
9

2
,3
6
6
2
0
,2
1
5

社
会
教
育
費

1
7
2
3
,7
7
8

1
,1
8
5

0
0

4
,6
8
7

4
,6
8
7
2
9
,6
5
0

4
,4
8
0
3
4
,1
3
0

保
健
体
育
費

1
7

7
,5
0
0

1
,1
9
8

4
0

1
,4
5
4

1
,4
5
8
1
0
,1
5
6

1
,3
0
1
1
1
,4
5
7

1
1
災
害
復
旧
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

農
林
水
産
施
設
災
害
復
旧
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

公
共
土
木
施
設
災
害
復
旧
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
7
8
1
1
2
,1
5
2
1
0
2
,9
7
7

1
,0
5
1

3
5
7
3
8
,7
4
5

4
0
,1
5
3
2
5
5
,2
8
2
3
8
,1
3
4
2
9
3
,4
1
6

給
　
　
与
　
　
費
　
　
明
　
　
細
　
　
書

（単
位
：千

円
）

区
分

職
員
数

報
酬

給
料

職
員
手
当
等

計
共
済
費

合
計

合
計

※
決
算
額
は
、
四
捨
五
入
の
関
係
上
、
計
が
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る

※
共
済
費
に
は
社
会
保
険
料
を
含
む
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対
予

算
対

調
定

４
年

度
1
,6

1
7
,5

0
5
,0

0
0

1
,6

7
9
,0

8
6
,6

3
3

(注
1
) 

1
,6

5
2
,9

4
7
,0

5
7

1
,8

8
8
,3

1
9

2
4
,3

5
1
,3

5
7

3
5
,4

4
2
,0

5
7

1
0
2
.2

9
8
.4

2
0
.6

５
年

度
1
,6

1
2
,4

8
2
,0

0
0

1
,6

6
5
,4

8
9
,4

3
8

(注
2
) 

1
,6

3
9
,7

6
7
,8

5
4

2
,4

1
4
,5

7
6

2
3
,3

1
2
,6

0
0

2
7
,2

8
5
,8

5
4

1
0
1
.7

9
8
.5

1
7
.3

比
較

△
 5

,0
2
3
,0

0
0

△
 1

3
,5

9
7
,1

9
5

△
 1

3
,1

7
9
,2

0
3

5
2
6
,2

5
7

△
 1

,0
3
8
,7

5
7

△
 8

,1
5
6
,2

0
3

△
 0

.5
0
.1

△
 3

.3

４
年

度
5
5
,4

5
8
,0

0
0

5
8
,3

0
1
,0

0
0

5
8
,3

0
1
,0

0
0

0
0

2
,8

4
3
,0

0
0

1
0
5
.1

1
0
0
.0

0
.7

５
年

度
5
5
,1

5
6
,0

0
0

5
8
,7

1
7
,0

0
0

5
8
,7

1
7
,0

0
0

0
0

3
,5

6
1
,0

0
0

1
0
6
.5

1
0
0
.0

0
.6

比
較

△
 3

0
2
,0

0
0

4
1
6
,0

0
0

4
1
6
,0

0
0

0
0

7
1
8
,0

0
0

1
.4

0
.0

△
 0

.1

４
年

度
4
5
0
,0

0
0

4
4
1
,0

0
0

4
4
1
,0

0
0

0
0

△
 9

,0
0
0

9
8
.0

1
0
0
.0

0
.0

５
年

度
4
0
0
,0

0
0

4
6
6
,0

0
0

4
6
6
,0

0
0

0
0

6
6
,0

0
0

1
1
6
.5

1
0
0
.0

0
.0

比
較

△
 5

0
,0

0
0

2
5
,0

0
0

2
5
,0

0
0

0
0

7
5
,0

0
0

1
8
.5

0
.0

0
.0

４
年

度
2
,0

0
0
,0

0
0

4
,8

0
0
,0

0
0

4
,8

0
0
,0

0
0

0
0

2
,8

0
0
,0

0
0

2
4
0
.0

1
0
0
.0

0
.1

５
年

度
4
,0

0
0
,0

0
0

5
,8

8
9
,0

0
0

5
,8

8
9
,0

0
0

0
0

1
,8

8
9
,0

0
0

1
4
7
.2

1
0
0
.0

0
.1

比
較

2
,0

0
0
,0

0
0

1
,0

8
9
,0

0
0

1
,0

8
9
,0

0
0

0
0

△
 9

1
1
,0

0
0

△
 9

2
.8

0
.0

0
.0

４
年

度
1
,0

0
0
,0

0
0

4
,6

6
4
,0

0
0

4
,6

6
4
,0

0
0

0
0

3
,6

6
4
,0

0
0

4
6
6
.4

1
0
0
.0

0
.1

５
年

度
4
,0

0
0
,0

0
0

7
,3

8
7
,0

0
0

7
,3

8
7
,0

0
0

0
0

3
,3

8
7
,0

0
0

1
8
4
.7

1
0
0
.0

0
.1

比
較

3
,0

0
0
,0

0
0

2
,7

2
3
,0

0
0

2
,7

2
3
,0

0
0

0
0

△
 2

7
7
,0

0
0

△
 2

8
1
.7

0
.0

0
.0

４
年

度
3
1
,0

0
0
,0

0
0

4
0
,3

9
0
,0

0
0

4
0
,3

9
0
,0

0
0

0
0

9
,3

9
0
,0

0
0

1
3
0
.3

1
0
0
.0

0
.5

５
年

度
2
0
,0

0
0
,0

0
0

1
9
,8

0
0
,0

0
0

1
9
,8

0
0
,0

0
0

0
0

△
 2

0
0
,0

0
0

9
9
.0

1
0
0
.0

0
.2

比
較

△
 1

1
,0

0
0
,0

0
0

△
 2

0
,5

9
0
,0

0
0

△
 2

0
,5

9
0
,0

0
0

0
0

△
 9

,5
9
0
,0

0
0

△
 3

1
.3

0
.0

△
 0

.3

４
年

度
3
4
1
,7

0
0
,0

0
0

3
4
6
,8

3
7
,0

0
0

3
4
6
,8

3
7
,0

0
0

0
0

5
,1

3
7
,0

0
0

1
0
1
.5

1
0
0
.0

4
.3

５
年

度
3
4
2
,1

1
8
,0

0
0

3
4
2
,1

1
8
,0

0
0

3
4
2
,1

1
8
,0

0
0

0
0

0
1
0
0
.0

1
0
0
.0

3
.6

比
較

4
1
8
,0

0
0

△
 4

,7
1
9
,0

0
0

△
 4

,7
1
9
,0

0
0

0
0

△
 5

,1
3
7
,0

0
0

△
 1

.5
0
.0

△
 0

.7

４
年

度
3
,4

0
0
,0

0
0

3
,5

1
0
,0

0
0

3
,5

1
0
,0

0
0

0
0

1
1
0
,0

0
0

1
0
3
.2

1
0
0
.0

0
.0

５
年

度
3
,0

0
0
,0

0
0

4
,0

4
2
,0

0
0

4
,0

4
2
,0

0
0

0
0

1
,0

4
2
,0

0
0

1
3
4
.7

1
0
0
.0

0
.0

比
較

△
 4

0
0
,0

0
0

5
3
2
,0

0
0

5
3
2
,0

0
0

0
0

9
3
2
,0

0
0

3
1
.5

0
.0

0
.0

4 5 6 8

法
人

事
業

税
交

付
金

2

利
子

割
交

付
金

3 7

配
当

割
交

付
金

1

地
方

譲
与

税

令
和
５
年
度
　
佐
々
町
一
般
会
計
歳
入
歳
出
款
別
決
算
比
較
表

（
歳

　
入

）
（

単
位

：
円

）

款
　

　
別

予
算

現
額

収
入

未
済

額
調

定
額

収
入

済
額

比
較

　
　

％
決

算
額

構
成

比
％

年
度

予
算

に
対

す
る

増
減

額
不

納
欠

損
額

環
境

性
能

割
交

付
金

地
方

消
費

税
交

付
金

町
税

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金

7



対
予

算
対

調
定

令
和
５
年
度
　
佐
々
町
一
般
会
計
歳
入
歳
出
款
別
決
算
比
較
表

（
歳

　
入

）
（

単
位

：
円

）

款
　

　
別

予
算

現
額

収
入

未
済

額
調

定
額

収
入

済
額

比
較

　
　

％
決

算
額

構
成

比
％

年
度

予
算

に
対

す
る

増
減

額
不

納
欠

損
額

４
年

度
1
6
,6

0
9
,0

0
0

1
6
,6

9
4
,0

0
0

1
6
,6

9
4
,0

0
0

0
0

8
5
,0

0
0

1
0
0
.5

1
0
0
.0

0
.2

５
年

度
1
6
,9

6
3
,0

0
0

1
7
,0

5
8
,0

0
0

1
7
,0

5
8
,0

0
0

0
0

9
5
,0

0
0

1
0
0
.6

1
0
0
.0

0
.2

比
較

3
5
4
,0

0
0

3
6
4
,0

0
0

3
6
4
,0

0
0

0
0

1
0
,0

0
0

0
.1

0
.0

0
.0

４
年

度
1
,7

3
9
,2

1
9
,0

0
0

1
,7

5
7
,5

6
5
,0

0
0

1
,7

5
7
,5

6
5
,0

0
0

0
0

1
8
,3

4
6
,0

0
0

1
0
1
.1

1
0
0
.0

2
1
.9

５
年

度
1
,8

9
7
,6

8
4
,0

0
0

1
,9

4
6
,9

2
0
,0

0
0

1
,9

4
6
,9

2
0
,0

0
0

0
0

4
9
,2

3
6
,0

0
0

1
0
2
.6

1
0
0
.0

2
0
.5

比
較

1
5
8
,4

6
5
,0

0
0

1
8
9
,3

5
5
,0

0
0

1
8
9
,3

5
5
,0

0
0

0
0

3
0
,8

9
0
,0

0
0

1
.5

0
.0

△
 1

.4

４
年

度
1
,3

0
0
,0

0
0

1
,2

2
5
,0

0
0

1
,2

2
5
,0

0
0

0
0

△
 7

5
,0

0
0

9
4
.2

1
0
0
.0

0
.0

５
年

度
1
,2

0
0
,0

0
0

1
,2

4
5
,0

0
0

1
,2

4
5
,0

0
0

0
0

4
5
,0

0
0

1
0
3
.8

1
0
0
.0

0
.0

比
較

△
 1

0
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

0
0

1
2
0
,0

0
0

9
.6

0
.0

0
.0

４
年

度
3
8
,7

5
2
,0

0
0

3
8
,8

3
3
,1

1
4

3
8
,5

9
6
,7

1
4

0
2
3
6
,4

0
0

△
 1

5
5
,2

8
6

9
9
.6

9
9
.4

0
.5

５
年

度
3
8
,5

3
5
,0

0
0

3
9
,6

0
8
,1

7
1

3
9
,0

2
1
,1

7
1

1
8
,3

0
0

5
6
8
,7

0
0

4
8
6
,1

7
1

1
0
1
.3

9
8
.5

0
.4

比
較

△
 2

1
7
,0

0
0

7
7
5
,0

5
7

4
2
4
,4

5
7

1
8
,3

0
0

3
3
2
,3

0
0

6
4
1
,4

5
7

1
.7

△
 0

.9
△

 0
.1

４
年

度
1
9
4
,1

1
0
,0

0
0

2
1
0
,1

9
9
,0

7
0

（
注

3
）

1
9
8
,3

3
6
,4

0
0

0
1
1
,8

6
2
,8

7
0

4
,2

2
6
,4

0
0

1
0
2
.2

9
4
.4

2
.5

５
年

度
1
9
4
,5

8
0
,0

0
0

2
1
0
,5

8
3
,8

9
0

2
0
0
,5

7
9
,8

6
0

0
1
0
,0

0
4
,0

3
0

5
,9

9
9
,8

6
0

1
0
3
.1

9
5
.2

2
.1

比
較

4
7
0
,0

0
0

3
8
4
,8

2
0

2
,2

4
3
,4

6
0

0
△

 1
,8

5
8
,8

4
0

1
,7

7
3
,4

6
0

0
.9

0
.8

△
 0

.4

４
年

度
1
,3

9
7
,8

4
6
,5

6
7

1
,3

5
9
,6

7
0
,8

4
2

1
,2

9
7
,9

4
3
,8

4
2

0
6
1
,7

2
7
,0

0
0

△
 9

9
,9

0
2
,7

2
5

9
2
.9

9
5
.5

1
6
.2

５
年

度
1
,7

7
0
,9

5
5
,0

0
0

1
,7

6
7
,1

6
9
,1

3
5

1
,6

4
9
,1

1
7
,4

3
8

0
1
1
8
,0

5
1
,6

9
7

△
 1

2
1
,8

3
7
,5

6
2

9
3
.1

9
3
.3

1
7
.4

比
較

3
7
3
,1

0
8
,4

3
3

4
0
7
,4

9
8
,2

9
3

3
5
1
,1

7
3
,5

9
6

0
5
6
,3

2
4
,6

9
7

△
 2

1
,9

3
4
,8

3
7

0
.2

△
 2

.2
1
.2

４
年

度
6
3
3
,3

1
5
,0

0
0

6
2
9
,2

0
6
,1

8
7

6
2
0
,1

3
3
,1

8
7

0
9
,0

7
3
,0

0
0

△
 1

3
,1

8
1
,8

1
3

9
7
.9

9
8
.6

7
.7

５
年

度
5
3
4
,1

3
5
,0

0
0

5
3
2
,1

0
8
,6

0
2

5
2
6
,2

4
2
,8

3
0

0
5
,8

6
5
,7

7
2

△
 7

,8
9
2
,1

7
0

9
8
.5

9
8
.9

5
.6

比
較

△
 9

9
,1

8
0
,0

0
0

△
 9

7
,0

9
7
,5

8
5

△
 9

3
,8

9
0
,3

5
7

0
△

 3
,2

0
7
,2

2
8

5
,2

8
9
,6

4
3

0
.6

0
.3

△
 2

.1

４
年

度
3
1
,5

4
7
,0

0
0

3
3
,0

8
1
,6

4
3

3
3
,0

8
1
,6

4
3

0
0

1
,5

3
4
,6

4
3

1
0
4
.9

1
0
0
.0

0
.4

５
年

度
4
6
,0

2
2
,0

0
0

4
6
,9

2
4
,1

0
7

4
6
,9

2
4
,1

0
7

0
0

9
0
2
,1

0
7

1
0
2
.0

1
0
0
.0

0
.5

比
較

1
4
,4

7
5
,0

0
0

1
3
,8

4
2
,4

6
4

1
3
,8

4
2
,4

6
4

0
0

△
 6

3
2
,5

3
6

△
 2

.9
0
.0

0
.1

1
3

分
担

金
及

び
負

担
金

地
方

特
例

交
付

金
9 1
2

地
方

交
付

税

財
産

収
入

1
5

1
6

1
0

1
1

国
庫

支
出

金
1
4

使
用

料
及

び
手

数
料

県
支

出
金

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
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対
予

算
対

調
定

令
和
５
年
度
　
佐
々
町
一
般
会
計
歳
入
歳
出
款
別
決
算
比
較
表

（
歳

　
入

）
（

単
位

：
円

）

款
　

　
別

予
算

現
額

収
入

未
済

額
調

定
額

収
入

済
額

比
較

　
　

％
決

算
額

構
成

比
％

年
度

予
算

に
対

す
る

増
減

額
不

納
欠

損
額

４
年

度
4
5
,0

0
2
,0

0
0

4
5
,1

3
1
,0

0
0

4
5
,1

3
1
,0

0
0

0
0

1
2
9
,0

0
0

1
0
0
.3

1
0
0
.0

0
.6

５
年

度
5
6
,1

4
3
,0

0
0

5
7
,6

5
0
,5

3
9

5
7
,6

5
0
,5

3
9

0
0

1
,5

0
7
,5

3
9

1
0
2
.7

1
0
0
.0

0
.6

比
較

1
1
,1

4
1
,0

0
0

1
2
,5

1
9
,5

3
9

1
2
,5

1
9
,5

3
9

0
0

1
,3

7
8
,5

3
9

2
.4

0
.0

0
.0

４
年

度
5
6
2
,4

1
6
,0

0
0

5
6
1
,5

8
3
,3

1
9

5
6
1
,5

8
3
,3

1
9

0
0

△
 8

3
2
,6

8
1

9
9
.9

1
0
0
.0

7
.0

５
年

度
7
6
4
,0

7
1
,0

0
0

7
5
4
,7

1
1
,4

7
5

7
5
4
,7

1
1
,4

7
5

0
0

△
 9

,3
5
9
,5

2
5

9
8
.8

1
0
0
.0

8
.0

比
較

2
0
1
,6

5
5
,0

0
0

1
9
3
,1

2
8
,1

5
6

1
9
3
,1

2
8
,1

5
6

0
0

△
 8

,5
2
6
,8

4
4

△
 1

.1
0
.0

1
.0

４
年

度
3
6
2
,2

3
2
,8

9
6

3
6
2
,2

3
3
,4

2
7

3
6
2
,2

3
3
,4

2
7

0
0

5
3
1

1
0
0
.0

1
0
0
.0

4
.5

５
年

度
4
7
4
,2

5
9
,2

0
0

4
7
4
,2

5
9
,2

8
4

4
7
4
,2

5
9
,2

8
4

0
0

8
4

1
0
0
.0

1
0
0
.0

5
.0

比
較

1
1
2
,0

2
6
,3

0
4

1
1
2
,0

2
5
,8

5
7

1
1
2
,0

2
5
,8

5
7

0
0

△
 4

4
7

0
.0

0
.0

0
.5

４
年

度
1
3
6
,4

7
3
,0

0
0

1
4
1
,2

8
6
,2

3
3

1
4
1
,2

8
6
,2

3
3

0
0

4
,8

1
3
,2

3
3

1
0
3
.5

1
0
0
.0

1
.8

５
年

度
1
2
1
,6

4
7
,0

0
0

1
2
1
,1

8
2
,3

8
1

1
2
1
,1

8
2
,3

8
1

0
0

△
 4

6
4
,6

1
9

9
9
.6

1
0
0
.0

1
.3

比
較

△
 1

4
,8

2
6
,0

0
0

△
 2

0
,1

0
3
,8

5
2

△
 2

0
,1

0
3
,8

5
2

0
0

△
 5

,2
7
7
,8

5
2

△
 3

.9
0
.0

△
 0

.5

４
年

度
1
,2

5
6
,3

0
0
,0

0
0

1
,2

4
2
,5

0
0
,0

0
0

8
3
6
,8

0
0
,0

0
0

0
4
0
5
,7

0
0
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給
及

び
退

職
年

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

7
報

償
費

0
3
3
,1

1
4

3
4
9

8
,1

5
8

0
2
,8

5
1

2
1
5

0
2
8
3

2
,6

6
4

0
0

0
4
7
,6

3
4

8
旅

費
1
,7

9
5

2
,1

5
6

7
9
1

6
3
1

0
3
8
5

1
5
7

4
4
7

5
0
1

1
,4

2
2

8
0

0
0

8
,3

6
5

9
交

際
費

2
3
4

5
6
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
8
0
2

1
0

需
用

費
5
3
9

2
5
,3

4
1

3
7
,8

6
1

6
1
,2

4
3

0
7
,2

0
9

2
,9

5
5

2
4
,0

6
7

4
,5

3
7

9
0
,4

9
7

4
7

0
0

2
5
4
,2

9
6

1
1

役
務

費
4
4
7

3
1
,1

9
7

4
,3

7
8

8
,9

5
4

0
1
,0

0
5

6
,4

7
8

3
,0

2
3

1
,1

1
0

1
3
,3

5
4

0
0

0
6
9
,9

4
6

1
2

委
託

料
1
,6

8
4

1
3
4
,2

7
9

9
1
,8

9
0

2
9
2
,0

2
5

0
2
6
,9

5
2

9
,7

6
3

5
2
,2

9
7

1
,1

1
8

5
2
,1

8
2

1
,8

7
5

0
0

6
6
4
,0

6
5

1
3

使
用

料
及

び
賃

借
料

1
,1

5
3

7
3
,6

6
5

6
,8

2
5

2
,2

5
9

0
1
,4

4
7

3
6
5

3
,1

3
7

7
3
0

4
7
,4

8
2

2
0

0
1
3
7
,0

6
5

1
4

工
事

請
負

費
0

3
7
5
,5

3
5

9
9
4

1
,5

7
4
,0

5
6

0
0

0
2
1
4
,0

7
1

5
3
,9

6
8

7
6
,1

2
0

6
,2

0
7

0
0

2
,3

0
0
,9

5
1

1
5

原
材

料
費

0
5
9

8
1
1
7

0
8
6
3

0
1
,5

3
9

1
8

2
8
8

0
0

0
2
,8

9
2

1
6

公
有

財
産

購
入

費
0

0
0

0
0

0
0

1
,1

7
8

0
0

0
0

0
1
,1

7
8

1
7

備
品

購
入

費
5
,0

5
4

2
0
5

1
,3

6
9

4
5
9

0
4
9

0
1
,7

4
2

1
1
9

2
1
,3

5
0

0
0

0
3
0
,3

4
7

1
8

負
担

金
補

助
及

び
交

付
金

1
,4

0
3

2
1
,5

0
7

7
9
2
,7

0
8

1
8
2
,9

0
0

0
6
6
,5

7
1

9
6
,7

9
9

3
6
4
,0

8
9

1
9
9
,1

1
8

1
5
7
,4

3
0

0
0

0
1
,8

8
2
,5

2
6

1
9

扶
助

費
0

0
8
0
6
,3

0
4

4
,4

9
0

0
0

0
0

0
2
1
,7

0
7

0
0

0
8
3
2
,5

0
2

2
0

貸
付

金
0

0
0

0
0

4
5
6

5
0
,0

0
0

0
0

0
0

0
0

5
0
,4

5
6

2
1

補
償

補
填

及
び

賠
償

金
0

2
3

0
0

0
0

0
1
,2

3
2

0
2
1
3

0
0

0
1
,4

6
8

2
2

償
還

金
利

子
及

び
割

引
料

0
4
5
,7

0
8

0
0

0
0

0
0

0
0

1
7

5
4
3
,4

3
8

0
5
8
9
,1

6
3

2
3

投
資

及
び

出
資

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

2
4

積
立

金
0

0
0

0
0

1
4

0
0

0
3
7

0
0

4
0
4
,0

1
4

4
0
4
,0

6
5

2
5

寄
附

金
0

5
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5
0

2
6

公
課

費
0

3
0

0
9

0
8
8

0
7
5

8
2

1
3

0
0

0
2
9
7

2
7

繰
出

金
0

0
2
9
3
,4

3
9

5
5
,4

0
7

0
0

0
0

0
0

0
0

0
3
4
8
,8

4
6

8
1
,5

7
9

1
,0

8
3
,7

3
9

2
,2

5
8
,7

4
1

2
,3

1
6
,0

7
6

4
7
4

1
7
6
,7

3
1

1
8
1
,4

9
7

7
7
3
,4

1
0

2
7
6
,6

6
3

6
7
2
,7

2
0

8
,2

5
4

5
4
3
,4

3
8

4
0
4
,0

1
4

8
,7

7
7
,3

3
6

※
四

捨
五

入
の

関
係

上
、

計
が

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

令
和
５
年
度
　
目
的
別
節
計
決
算
額
一
覧
表

（
単

位
：

千
円

）

合
　

　
　

　
　

計
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（
投
資
事
業
）

（
単

位
：

千
円

）

国
庫

支
出

金
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

（
一
）
普
通
建
設
事
業

2
,4
8
3
,1
0
1

4
9
6
,7
2
8

1
0
,7
8
7

1
,5
2
8
,1
0
0

2
7
2
,3
2
5

1
7
5
,1
6
1

　
（
１
）
補
助
事
業

1
,5
2
8
,1
7
7

4
9
6
,7
2
8

1
0
,7
8
7

9
0
4
,3
0
0

9
3
,9
4
9

2
2
,4
1
3

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業
補

助
金

1
,8

7
6

2
5
0

5
6
2

0
0

1
,0

6
4

佐
々

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

基
幹

的
設

備
改

良
工

事
設

計
施

工
監

理
業

務
委

託
料

7
,5

4
8

2
,5

1
6

0
4
,5

3
0

4
9
9

3

佐
々

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

基
幹

的
設

備
改

良
工

事
1
,4

0
9
,8

2
6

4
6
9
,9

4
2

0
8
4
5
,9

7
0

9
3
,3

2
5

5
8
9

道
路

橋
定

期
点

検
業

務
委

託
料

5
,1

7
3

2
,8

4
5

0
0

0
2
,3

2
8

な
が

さ
き

鳥
獣

被
害

防
止

総
合

対
策

事
業

費
補

助
金

1
,1

6
9

0
1
,1

5
2

0
0

1
7

住
宅

性
能

向
上

リ
フ

ォ
ー

ム
支

援
事

業
補

助
金

6
3
5

0
0

0
0

6
3
5

３
世

代
同

居
・

近
居

促
進

事
業

補
助

金
2
0
0

0
0

0
0

2
0
0

老
朽

危
険

空
家

等
解

体
除

却
支

援
補

助
金

6
0
0

0
0

0
0

6
0
0

松
瀬

団
地

給
水

・
排

水
管

改
修

工
事

実
施

設
計

業
務

委
託

料
2
,3

6
5

0
0

2
,3

0
0

0
6
5

市
瀬

第
２

団
地

(A
棟

)外
壁

改
修

工
事

3
4
,3

2
5

0
0

3
4
,3

0
0

0
2
5

た
め

池
劣

化
状

況
評

価
業

務
委

託
料

(繰
越

明
許

)
9
,0

7
3

0
9
,0

7
3

0
0

0

橋
梁

長
寿

命
化

対
策

工
事

詳
細

設
計

業
務

委
託

料
(繰

越
明

許
)

5
,0

0
0

2
,7

5
0

0
2
,2

5
0

0
0

橋
梁

長
寿

命
化

対
策

(四
ッ

井
樋

橋
補

修
)工

事
(繰

越
明

許
)

1
1
,3

0
0

6
,2

1
5

0
5
,0

5
0

3
5

0

橋
梁

長
寿

命
化

対
策

(図
池

3
号

橋
補

修
)工

事
(繰

越
明

許
)

7
,2

0
0

3
,9

6
0

0
3
,2

0
0

4
0

0

町
道

赤
崎

線
(須

崎
工

区
)通

学
路

緊
急

対
策

工
事

(繰
越

明
許

)
1
5
,0

0
0

8
,2

5
0

0
6
,7

0
0

5
0

0

支
弁

人
件

費
1
6
,8

8
7

0
0

0
0

1
6
,8

8
7

事
業

名
決

算
額

財
　

　
　

　
　

　
　

　
　

源
　

　
　

　
　

　
　

　
　

内
　

　
　

　
　

　
　

　
　

訳
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（
投
資
事
業
）

（
単

位
：

千
円

）

国
庫

支
出

金
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
事

業
名

決
算

額
財

　
　

　
　

　
　

　
　

　
源

　
　

　
　

　
　

　
　

　
内

　
　

　
　

　
　

　
　

　
訳

　
（
２
）
単
独
事
業

9
4
2
,6
7
3

0
0

6
1
2
,1
0
0

1
7
7
,9
4
7

1
5
2
,6
2
6

町
有

地
舗

装
工

事
1
,5

2
9

0
0

0
0

1
,5

2
9

町
内

会
集

会
所

改
修

工
事

5
,7

0
9

0
0

0
5
,5

2
6

1
8
3

交
通

安
全

施
設

修
繕

料
8
6
7

0
0

0
0

8
6
7

交
通

安
全

施
設

工
事

2
9
7

0
0

0
0

2
9
7

松
浦

鉄
道

施
設

整
備

事
業

費
補

助
金

6
,3

6
1

0
0

0
0

6
,3

6
1

次
期

サ
ー

バ
・

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築

業
務

委
託

料
1
3
,9

9
9

0
0

0
0

1
3
,9

9
9

防
犯

灯
設

置
補

助
金

3
5
6

0
0

0
0

3
5
6

庁
舎

建
設

事
業

費
(普

通
旅

費
)

3
4

0
0

0
0

3
4

新
庁

舎
建

設
工

事
監

理
業

務
委

託
料

1
3
,2

6
0

0
0

1
0
,1

0
0

3
,1

6
0

0

旧
技

能
訓

練
校

解
体

工
事

5
,0

0
0

0
0

3
,8

0
0

1
,2

0
0

0

町
内

会
有

線
放

送
施

設
費

助
成

金
4
9

0
0

0
0

4
9

高
齢

者
小

規
模

住
宅

改
修

助
成

事
業

補
助

金
7
2
4

0
0

0
2
4
0

4
8
4

総
合

福
祉

セ
ン

タ
ー

２
階

男
子

ト
イ

レ
改

修
工

事
8
7
9

0
0

0
8
0
0

7
9

口
石

学
童

保
育

館
電

灯
設

置
工

事
1
1
6

0
0

0
0

1
1
6

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業
補

助
金

2
,6

0
4

0
0

0
0

2
,6

0
4

塵
芥

処
理

費
修

繕
料

1
,1

5
8

0
0

0
0

1
,1

5
8

佐
々

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

基
幹

的
設

備
改

良
工

事
設

計
施

工
監

理
業

務
委

託
料

1
4
,5

5
2

0
0

1
0
,9

1
0

3
,6

1
9

2
3

佐
々

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

基
幹

的
設

備
改

良
工

事
1
6
3
,5

7
0

0
0

1
2
2
,6

9
0

4
0
,6

2
4

2
5
6

有
害

鳥
獣

被
害

防
止

対
策

事
業

費
(報

償
費

・
委

託
料

・
需

用
費

等
)

3
,2

6
9

0
0

0
0

3
,2

6
9

道
路

新
設

改
良

費
(消

耗
品

費
)

1
0

0
0

0
1

道
路

台
帳

補
正

整
備

業
務

委
託

料
1
,4

9
6

0
0

0
0

1
,4

9
6

登
記

用
地

積
測

量
図

作
成

等
業

務
委

託
料

8
9
8

0
0

0
0

8
9
8

道
路

橋
定

期
点

検
業

務
委

託
料

1
,3

3
2

0
0

0
0

1
,3

3
2

町
道

川
尻

線
家

屋
移

転
補

償
費

算
定

業
務

委
託

料
1
,4

4
1

0
0

0
0

1
,4

4
1

町
道

神
田

線
(猪

立
地

区
)道

路
災

害
防

除
工

事
地

質
調

査
業

務
委

託
料

1
0
,6

7
2

0
0

1
0
,6

0
0

0
7
2

町
道

平
野

線
分

筆
測

量
業

務
委

託
料

6
,1

4
9

0
0

0
0

6
,1

4
9

町
道

川
尻

線
分

筆
測

量
業

務
委

託
料

2
,1

2
9

0
0

0
0

2
,1

2
9
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（
投
資
事
業
）

（
単

位
：

千
円

）

国
庫

支
出

金
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
事

業
名

決
算

額
財

　
　

　
　

　
　

　
　

　
源

　
　

　
　

　
　

　
　

　
内

　
　

　
　

　
　

　
　

　
訳

市
町

橋
梁

維
持

管
理

シ
ス

テ
ム

運
用

使
用

料
7
4

0
0

0
0

7
4

町
道

舗
装

補
修

工
事

(1
3
路

線
)

6
,8

0
6

0
0

0
0

6
,8

0
6

町
道

側
溝

補
修

工
事

(3
路

線
)

2
,7

1
9

0
0

0
0

2
,7

1
9

町
道

路
肩

伐
採

工
事

(2
路

線
)

3
,2

1
2

0
0

0
0

3
,2

1
2

町
道

防
草

対
策

工
事

(1
路

線
)

2
,5

3
1

0
0

0
0

2
,5

3
1

町
道

除
草

工
事

7
,9

7
1

0
0

0
0

7
,9

7
1

町
道

防
護

柵
補

修
工

事
(1

路
線

)
3
,9

9
9

0
0

3
,5

0
0

0
4
9
9

町
道

四
ツ

井
樋

線
支

-５
路

肩
改

良
工

事
3
,4

7
8

0
0

0
0

3
,4

7
8

町
道

中
央

海
岸

線
舗

装
補

修
工

事
(1

工
区

)
2
9
,9

9
8

0
0

2
6
,9

0
0

0
3
,0

9
8

町
道

高
野

炭
鉱

線
側

溝
整

備
工

事
1
,8

6
3

0
0

0
0

1
,8

6
3

町
道

さ
ざ

ん
花

団
地

線
側

溝
整

備
工

事
1
,9

5
8

0
0

0
0

1
,9

5
8

町
道

神
田

線
側

溝
整

備
工

事
1
,0

9
9

0
0

0
0

1
,0

9
9

町
道

里
木

場
線

側
溝

整
備
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狸
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1
9
,8

1
6

7
1
,7

8
5

0
0

2
5
3

0
1
0
,3

5
0

0
0

4
1
1
,5

7
7

8
,7

7
7
,3

3
6

1
0
0
.0

1
,3

5
7
,2

0
7

5
1
7
,9

7
2

1
3
0
,1

9
5

8
5
,4

3
9

1
4
,9

2
5

3
4
5
,2

5
1

1
0
4
,9

4
3

1
0
5
,5

7
9

1
,5

2
8
,9

0
0

4
,5

8
6
,9

2
5

令
和

5
年

度
地

方
財

政
状

況
調

査
か

ら
抜

粋

※
構

成
比

に
つ

い
て

は
、

四
捨

五
入

の
関

係
上

、
計

が
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

一
般

財
源

分
担

金

負
担

金

寄
附

金

性
　
　
　
質
　
　
　
別
　
　
　
歳
　
　
　
出

（
単

位
：

千
円

）

財
　

　
　

　
　

源
　

　
　

　
　

内
　

　
　

　
　

訳

国
庫

支
出

金
県

支
出

金
財

産
収

入
繰

入
金

諸
収

入
使

用
料

手
数

料

構
成

比
　

％
繰

越
金

町
債

合
　

　
　

　
　

　
計

区
　

　
　

　
分

決
算

額
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 地

　
方

　
債

　
現

　
在

　
高

　
の

　
状

　
況

（
単
位
：
千
円
）

元
金
償
還
額

利
子
償
還
額

計

1
公
共
事
業
等
債

2
7
1
,0
3
8

8
,2
0
0

4
3
,3
2
1

6
2
9

4
3
,9
5
0

2
3
5
,9
1
7

2
防
災
・
減
災
・
国
土
強
靭
化
緊
急
対
策
事
業
債

6
6
,0
6
2

1
0
,5
0
0

7
,4
9
1

4
0

7
,5
3
1

6
9
,0
7
1

3
公
営
住
宅
建
設
事
業
債

2
4
6
,3
5
0

3
6
,6
0
0

3
4
,0
6
0

3
6
6

3
4
,4
2
6

2
4
8
,8
9
0

4
災
害
復
旧
事
業
債

6
4
,7
1
0

8
0
0

8
,1
8
0

5
9

8
,2
3
9

5
7
,3
3
0

5
（
旧
）
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債

5
5
,0
2
3

0
9
,0
2
4

7
8
9

9
,8
1
3

4
5
,9
9
9

6
学
校
教
育
施
設
等
整
備
事
業
債

2
2
4
,5
3
7

0
2
6
,9
9
6

1
,8
3
4

2
8
,8
3
0

1
9
7
,5
4
1

7
一
般
廃
棄
物
処
理
事
業
債

2
9
,3
6
0

8
4
3
,6
0
0

7
4
0

1
3
7

8
7
7

8
7
2
,2
2
0

8
一
般
補
助
施
設
整
備
等
事
業
債

1
9
4
,1
1
8

0
2
8
,0
9
9

1
,0
9
0

2
9
,1
8
9

1
6
6
,0
1
9

9
一
般
単
独
事
業
債

1
,1
4
1
,5
7
9

4
8
6
,3
0
0

9
4
,1
3
7

2
,2
3
0

9
6
,3
6
7

1
,5
3
3
,7
4
2

　
う
ち
防
災
対
策
事
業
債

1
0
,4
4
8

0
5
,9
9
8

2
6

6
,0
2
4

4
,4
5
0

　
う
ち
地
方
道
路
等
整
備
事
業
債

7
0
,9
1
0

0
2
7
,8
9
5

6
9
9

2
8
,5
9
4

4
3
,0
1
5

　
う
ち
（
新
）
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債

3
3
8
,8
7
4

6
8
,5
0
0

2
9
,5
9
2

4
1
4

3
0
,0
0
6

3
7
7
,7
8
2

　
う
ち
公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業
債

5
9
8
,5
7
2

3
7
2
,4
0
0

1
7
,6
1
2

9
0
2

1
8
,5
1
4

9
5
3
,3
6
0

　
う
ち
緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
債

1
0
3
,7
3
5

3
4
,8
0
0

1
1
,6
7
0

1
2
4

1
1
,7
9
4

1
2
6
,8
6
5

　
う
ち
緊
急
浚
渫
推
進
事
業
債

1
9
,0
4
0

9
,5
0
0

1
,3
7
0

6
5

1
,4
3
5

2
7
,1
7
0

　
う
ち
脱
炭
素
化
推
進
事
業
債

0
1
,1
0
0

0
0

0
1
,1
0
0

1
0

財
源
対
策
債

2
3
1
,0
6
7

1
4
2
,9
0
0

3
7
,1
8
1

8
4
8

3
8
,0
2
9

3
3
6
,7
8
6

1
1

減
収
補
填
債

1
8
,0
9
0

0
1
,0
0
5

0
1
,0
0
5

1
7
,0
8
5

1
2

減
税
補
填
債

8
,8
9
4

0
3
,5
6
5

9
3
,5
7
4

5
,3
2
9

1
3

臨
時
財
政
対
策
債

2
,0
2
1
,8
9
4

3
3
,2
0
0

2
3
9
,4
8
0

2
,1
2
6

2
4
1
,6
0
6

1
,8
1
5
,6
1
4

普
通
会
計
小
計
（
1
～
1
3
）

4
,5
7
2
,7
2
2

1
,5
6
2
,1
0
0

5
3
3
,2
7
9

1
0
,1
5
7

5
4
3
,4
3
6

5
,6
0
1
,5
4
3

1
4

水
道
事
業
会
計

9
6
9
,4
7
6

2
5
2
,4
0
0

1
0
0
,7
5
5

5
,4
7
5

1
0
6
,2
3
0

1
,1
2
1
,1
2
1

1
5

公
共
下
水
道
事
業
会
計

3
,3
9
9
,0
7
9

1
4
1
,6
0
0

3
6
3
,8
7
6

5
1
,3
1
9

4
1
5
,1
9
5

3
,1
7
6
,8
0
3

全
会
計
合
計
（
1
～
1
5
）

8
,9
4
1
,2
7
7

1
,9
5
6
,1
0
0

9
9
7
,9
1
0

6
6
,9
5
1

1
,0
6
4
,8
6
1

9
,8
9
9
,4
6
7

区
分

4
年
度
末

現
在
高

5
年
度

発
行
額

5
年
度
元
利
償
還
金

5
年
度
末

現
在
高
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　　　地方消費税交付金（社会保障財源化分） 191,289 千円

　　　社会保障施策に要する経費（決算額） 1,792,039 千円

　　　社会保障施策に要する一般財源等 891,194 千円

（単位：千円）

うち消費税

引き上げ分

１．社会福祉 1,319,382 454,176 315,201 29,517 520,488 111,720

子ども・子育て支援 886,876 291,943 204,357 29,517 361,059 77,499

福祉医療費 87,830 0 29,727 0 58,103 12,471

障害者自立支援給付費 314,755 154,139 77,070 0 83,546 17,933

障害者医療給付費 13,820 6,910 3,455 0 3,455 742

障害者日常生活用具給付等助成 3,433 1,184 592 0 1,657 356

高齢者外出支援タクシー利用助成 11,949 0 0 0 11,949 2,565

心身障害者福祉タクシー利用助成 719 0 0 0 719 154

成年後見人費用助成 0 0 0 0 0 0

２．社会保険 289,147 19,816 41,824 10,350 217,157 46,611

介護保険特別会計繰出金 202,320 8,650 4,325 10,350 178,995 38,420

国民健康保険特別会計繰出金 86,827 11,166 37,499 0 38,162 8,191

３．保健衛生 183,510 0 29,961 0 153,549 32,958

後期高齢者医療療養給付費負担金 134,633 0 0 0 134,633 28,898

後期高齢者医療特別会計繰出金 48,877 0 29,961 0 18,916 4,060

４．合計 1,792,039 473,992 386,986 39,867 891,194 191,289

地方消費税（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　平成26年4月から消費税率が5％から8％に、令和元年10月から8％から10％に引き上げられたことに伴い、

地方消費税交付金の社会保障財源化分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充て

るものとされています。

　令和5年度佐々町一般会計決算における社会保障施策経費については以下のとおりです。

社会保障施策に要する経費
令和5年度

決算額

財源内訳

国庫支出金 県支出金
その他

特定財源
一般財源等
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2年 人 　 ｋ㎡ 　人/ｋ㎡ 　　人 　　人 　　人
27年 人
22年 人

増減率 2.1 ％ 0.2 ％ 　　％ 　　％ 　　％

人

　　人 　　人 　　人

人
　　％ 　　％ 　　％

千円 千円 ・ 財政再建

1 Ａ ・ 不交付

・ 低開発

2 Ｂ ・ 農工

・ 産炭

3 Ｃ ・ 法適過疎

・ 県単過疎

4 Ｄ ※（ ） ％ ・ 離島

　ア 　イ （全域・一部）

5 実　質　収　支　　C-D Ｅ ％ ・ 辺地 〇

％ ％ ％ （全域・一部）

　ア－イ ％ ・ 半島地域 ○

6 Ｆ ％ ・ テクノ

％

7 Ｇ ％

・ 消防 ○

・ ごみ処理

・ し尿処理

8 Ｈ ・ 介護保険

・ 小学校関係

9 Ｉ ・ 中学校関係

10 ・ 山林関係

Ｊ ・ 火葬場

・ 税務事務

・

％ ％

人 　千円 円  千円

（1人）

（1人）

（8人）

　千円 　千円 　千円 　千円

※「経常収支比率」欄の上段（　）は、臨時財政対策債を計算式の分母から除いた比率

3,368

1,007

1,125

2,837

356,834

後期高齢者医療事業

国民健康保険（直診）

有・無

駐 車 場 事 業

102,604

副 市 町 長

222,387

老 人 保 健 事 業

農業集落排水事業

の有無

26,991 296,600

事　　業　　名

H15.4.1

給料(報酬)月額

41,426

6,489

収　支　額 らの繰入額

普通会計か

226

H27.10.1

934 有・無

国調

有・無

有・無

有・無

介護保険（保険勘定） 有・無 34,214

△ 224,033

有・無

有・無 16,201

病 院 事 業 有・無

下 水 道 事 業 有・無
国民健康保険事業

収　支　額 らの繰入額

議 会 議 員

4,729,341

令和５年度決算状況

交通災害共済事業 有・無

事　業　名 の有無
公
営
事
業
等
の
状
況

法適用 普通会計か 法適用

水 道 事 業 有・無 △ 137,491 中央卸売市場事業 有・無

観光施設事業

合 計 91

　〃　（介護ｻｰﾋﾞｽ勘定） 有・無

消 防 職 員

臨 時 職 員

605

教 育 長 575

議 会 副 議 長 249H15.4.1

H27.10.1

H15.4.1

　うち技能労務職員 2 551 275,700

議 会 議 長 310

教 育 公 務 員

一 般 職 員 91 26,991 296,600 市 町 長 750

区　　　　　分 職員数　Ａ 給料月額 Ｂ 月額　 Ｂ/Ａ 年 月 日

H27.10.1

徴　　税　　費　　率 3.7 4.8

区　　　分

実 質 単 年 度 収 支

Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ 301,684 112,689

収 益 事 業 収 入 額
0 0

積 立 金 と り く ず し 額 0 126,924

減債基金繰 上 償 還 金 0 0

債務負担行為額

処 理 の 状 況

実質公債費比率 8.8

将来負担比率 △ 83.0

〈財政健全化指標〉

実質赤字比率

実 質 収 支 比 率 8.08 8.66

事 務 の 共 同

△ 34.2

△ 8.1

連結実質赤字比率単 年 度 収 支 △ 20,034 △ 7,766

積 立 金 321,718 247,379

91.0

9.9公債費負担比率

0.477

経常収支 91.8翌年度に繰り越すべき財源 386,051 142,244

財政力指数

311,981 332,015

比　　　率

1,607,895

歳入歳出差引額　　A-B　 698,032 474,259 標準財政規模 3,860,003

歳 出 総 額 8,777,334 7,548,355 収 入 額

区　　分

5.4 24.8

指　　標　　等 指定団体等の状況区　　　　　　　　　　　　分 令和５年度

基準財政

基準財政

歳 入 総 額 9,475,366 8,022,614 需 要 額

令和４年度

4.7 26.3 69.0

住民
昭和16年1月1日

R6.3.31 13,866
町制施行　佐々村

27年

基本
350 1,614

国調

4,535

台帳
R5.3.31 14,047 69.8

13,599 －
2年

国
　
調

13,912 －

就
　
　
業
　
　
人
　
　
口

13,626 32.26 431.25 －

市町村の沿革（合併状況）

人口集中地区 産　　　　　　業　　　　　　構　　　　　　造
人口　　（人） 区　　分 第　１　次 第　２　次 第　３　次

316 1,760 4,626

Ⅲ-2
ふりがな さざちょう ５年度交付税 種　地

種　地　区　分 Ⅱ－３

一　般　職　員　等　（　普　通　会　計　）

一人当り支給

 都道府
県　名 長崎県

コード番号 423912

市町名 佐々町

市町村類型

改定実施

千円

千円

千円

3,425,579

人　　　　　　　　　　口 面　　積 人口密度

2,865,607

積立金現在高

地方債現在高
千円

5,601,543

特　　　　別　　　　職　　　　員

千円

406,294

千円

内
訳

その他

財調基金 1,312,037

551,697

その他（後期高齢者保険、
議員公務災害、退職手当、
非常勤公務災害、消防公務
災害、消防退職報償、公立
学校医等公務災害、交通災
害共済、建物災害・自動車
損害共済）
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令和５年度決算状況 都道府県名

千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ 千円 ％

　千円

　千円

　基準税額×

　　１００／７５

千円 ％ 千円 千円 千円 ％

－ － －

円 ① 千円 ⑥ 千円

② 千円 ⑦ 千円 ％ ％ ％

③ 千円 ⑧ 千円

④ 千円 ⑨ 千円

％ ⑤ 千円 千円

／

自動車税環境性能割交付金 4,04215.20.04,042
12.8509,0102.56.2543,436

169

0.0 #DIV/0!

2.1

△ 2.7

1.2

30.9

655,049

45.0

368,680

1,562,100

1,639,768 △ 0.8 1,591,542

0.9

694,930

市　　　　　　　　　　町　　　　　　　　　　村　　　　　　　　　　税

9,475,366

7.3

705,963

合　　　　　　計

繰　　　　入　　　　金

86.7

409,46134.4

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

8,777,334 4,448,74616.3100.0

1.3

△ 44.5

28.6

7.2119,666

5.0

地 方 交 付 税

鉱 産 税

特別土地保有税

繰　　　　越　　　　金

地　　　　方　　　　債

合　　　　　　計

区　　　　　　　　分

内訳
個 人 分

市 町 村 民 税

軽 自 動 車 税

内訳
純 固 定

交 付 金

固 定 資 産 税

諸　　　　収　　　　入

市 町 村 たば こ税

交 通 安 全 交 付 金

寄　　　　附　　　　金

法 人 分

普　　　　　　　　通

普　 　　通　　　 税

財　　産　　収　　入

使　　　　用　　　　料

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入 性　　　　　質　　　　　別　　　　　歳　　　　　出

403,810 4.6

公 債 費

補 助 費 等 990,881

維 持 補 修 費 37,389

区　　　　　　　　　分

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

1,639,768

職 員 給

19.3地方消費税交付金 扶 助 費342,118

5,889

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

軽油引取税・ 自動車取得税交 付金

手　　　　数　　　　料

46,922

分 担 金 ・ 負 担 金

内
訳 特　　　　　　　　別 129,236

地 方 特 例 交 付 金

国 有 提 供 交 付 金

国 庫 支 出 金

都 道 府 県 支 出 金

小　計　（一般財源） 4,042,334

22.7

58.4

△ 1.4

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

元 利 償 還 金

増減率

△ 0.8

0.7

5.7

人 件 費

区　　　　　　　　　分

うち

税　　　　　　等

1,639,768

58,717

466

構成比

17.3

0.6

466 0.0

決　　算　　額

5,889

1,817,684

7,387

58,717

3.6

20.5

342,118

19.2

0.1

1,946,920

0.1

27.7

△ 16.8

0.0

0.3

0.5

1.1165,607

527,066

1.7

0.6

25.6

△ 1.5

41.8

7,387

169

17,058

129,236

1,245

1,649,455

17,058

31.4

0.2

1.3

9,094

31,997

4,042,334

1,245

48.20.0

2.2

4.0

10.8

9.6

17.4

42.6

1.6

1,946,920

1,817,684

57,757 3.5

0.9

714,843

33,200

31,463

754,712

2.9

42,886

8.0

57,651

37.7

737,122

618,576

100.0

決　　算　　額

0.5

5.6

154,071

78,298

法 定 外 目 的 税

目 的 税

入 湯 税
内
 

訳
水 利 利 益 税

法 定 外 普 通 税

都 市 計 画 税

129,614

474,259

118,546

715,275

432

3,675

1,591,542

均
等
割

標準税率に

対する比率

6.0

市
町
村
民
税

事 業 所 税

国 民 健 康 保 険 税 222,031 △ 6.6

合　　　　　　　　　　計 1,639,768

旧 法 に よ る 税

100

△ 0.8

所得割

3,500
法
人
分

130

150

410

1,750

400

法 人 税 割

160

6.0

3,000

50

120

100.0

適　　　　　用　　　　　税　　　　　率　　　　　の　　　　　状　　　　　況

市
町
村
民
税

個
人
分

均等割

95.099.7 31.9

現年課税分
滞納繰
越分

99.6

99.5市 町 村 民 税

100.0 16.3

固 定 資 産 税 99.7

20.6

区　　　　　　分

98.5

合　計

23.5 98.0

16.5 98.7

市 町 村 税 の 計

徴
収
率

合　　　　　計 8,777,334

国 民 健 康 保 険 税

前 年 度 繰 上充 用金

543,438

18.8

674,315 7.7

0.1 △ 70.9

279,163 3.2

公 債 費

諸 支 出 金

6.2 2.5

災 害 復 旧 費

2.1

16.2

81,579

22,4131,528,177

8.8

物 件 費

△ 26.6

8,254

△ 11.3

土 木 費

消 防 費

教 育 費

133,288

56,929

24.1

474

210.5

区　　　　　　　　分

11.2

3.4

増 減 率

長崎県 市町名 類型

労 働 費

衛 生 費

民 生 費

8,236 5,905

71.8

0.1 △ 70.9

0.9

1,425,917総 務 費

構 成 比

議 会 費

456

補 助

構成比

8.8

7.92.1181,497

0.0 0.6

182,982

1.1

28.3

0.0

50.3 41,118

76.3 175,161

2,510,980

2,114,731

農 林 水 産 業 費

411,577

前年度繰上充用金

152,626

11.3

4,267,680

73.4投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

2.9

2,483,101

91.0

2,491,337 28.4

41,118

小　　　　　計 6,285,997 71.6

決　　算　　額

内
訳

内
　
　
訳

866,636

普 通 建 設 事 業 費 経常一般
財源(歳入)

9.6

0.5

122

942,673

252.7

△ 2.6

17.4

10.8

513,781

投 出 資 金 ・ 貸 付 金 50,456 0.6

5.8 9.6

0.0

繰 出 金

0.1

積 立 金

0.4

佐々町

1.9

0.6

増減率

771,267

税　　　　　　等

11.2 △ 2.1

612,094

Ⅲ-2

経常収支

比 　　率

12.3

21.8

986,520

7.0

1,066,919 12.2

486,639

0.6

11.31,692,803

17.6

0.6

失業対策事業費

災害復旧事業費

県営事業負担金

国直轄・同級他団体・受託

25,150

373,811

566,952 14.2

14.4

543,438 6.2 2.5

△ 4.4 742,819

12.8509,012

経常一般
財源(歳出)

7.9

決　　算　　額

432

構 成 比 増 減 率

商 工 費

100.0

超過課税分

収 入 済 額

0.0 0.0

43.6

△ 17.1

△ 2.3

39,881

706,395

774,004

単 独

43.6

△ 51.0法人事業税交付金 19,800 0.2

内
訳

一時借入金利子
19,800 22 0.0

181,066

5,146,778

16.5

3,969,513

3,612,920

14,723

18.1

12,251

23



(単
位

：
千

円
）

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
5
-R

4
R

5
-R

1
A

V
G

.

町
税

2
,1

3
6
,7

1
6

1
,5

2
4
,0

5
4

1
,6

0
2
,5

4
2

1
,6

5
2
,9

4
7

1
,6

3
9
,7

6
8

△
 1

3
,1

7
9

△
 4

9
6
,9

4
8

1
,7

1
1
,2

0
5

地
方

譲
与

税
5
4
,6

4
4

5
6
,0

8
5

5
7
,0

0
9

5
8
,3

0
1

5
8
,7

1
7

4
1
6

4
,0

7
3

5
6
,9

5
1

利
子

割
交

付
金

8
2
9

9
2
5

7
7
1

4
4
1

4
6
6

2
5

△
 3

6
3

6
8
6

配
当

割
交

付
金

3
,7

9
5

3
,3

2
5

5
,8

5
5

4
,8

0
0

5
,8

8
9

1
,0

8
9

2
,0

9
4

4
,7

3
3

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
2
,0

8
5

4
,2

7
2

7
,3

9
1

4
,6

6
4

7
,3

8
7

2
,7

2
3

5
,3

0
2

5
,1

6
0

地
方

消
費

税
交

付
金

2
4
2
,1

0
4

2
9
2
,5

7
8

3
2
4
,3

0
1

3
4
6
,8

3
7

3
4
2
,1

1
8

△
 4

,7
1
9

1
0
0
,0

1
4

3
0
9
,5

8
8

自
動

車
取

得
税

交
付

金
5
,5

8
3

1
0

1
1
4

1
6
9

5
5

△
 5

,4
1
4

1
,1

7
3

1
,2

1
3

2
,9

9
4

2
,8

5
3

3
,5

1
0

4
,0

4
2

5
3
2

2
,8

2
9

4
,8

7
1

2
4
,8

9
5

6
2
,5

3
9

4
0
,3

9
0

1
9
,8

0
0

△
 2

0
,5

9
0

1
9
,8

0
0

7
3
,8

1
2

地
方

特
例

交
付

金
4
0
,2

6
3

1
7
,0

5
5

4
7
,8

6
2

1
6
,6

9
4

1
7
,0

5
8

3
6
4

△
 2

3
,2

0
5

2
7
,7

8
6

地
方

交
付

税
1
,4

3
6
,0

5
5

1
,1

3
6
,0

3
4

1
,8

7
1
,4

7
7

1
,7

5
7
,5

6
5

1
,9

4
6
,9

2
0

1
8
9
,3

5
5

5
1
0
,8

6
5

1
,6

2
9
,6

1
0

う
ち

普
通

交
付

税
1
,3

4
8
,4

8
7

1
,0

4
4
,3

9
6

1
,7

7
5
,2

4
9

1
,6

5
9
,2

1
9

1
,8

1
7
,6

8
4

1
5
8
,4

6
5

4
6
9
,1

9
7

1
,5

2
9
,0

0
7

う
ち

特
別

交
付

税
8
7
,5

6
8

9
1
,6

3
8

9
6
,2

2
8

9
8
,3

4
6

1
2
9
,2

3
6

3
0
,8

9
0

4
1
,6

6
8

1
0
0
,6

0
3

3
,9

2
3
,2

8
7

3
,0

6
2
,2

1
8

3
,9

8
2
,6

0
0

3
,8

8
6
,2

6
3

4
,0

4
2
,3

3
4

1
5
6
,0

7
1

1
1
9
,0

4
7

3
,7

7
9
,3

4
0

臨
時

財
政

対
策

債
1
5
4
,1

0
0

1
2
2
,8

0
0

2
6
4
,8

0
0

6
8
,1

0
0

3
3
,2

0
0

△
 3

4
,9

0
0

△
 1

2
0
,9

0
0

1
2
8
,6

0
0

2
0
,1

0
0

4
,0

7
7
,3

8
7

3
,1

8
5
,0

1
8

4
,2

4
7
,4

0
0

3
,9

5
4
,3

6
3

4
,0

7
5
,5

3
4

1
2
1
,1

7
1

△
 1

,8
5
3

3
,9

0
7
,9

4
0

標
準

財
政

規
模

3
,4

6
8
,4

1
9

3
,7

6
1
,4

5
9

3
,9

4
2
,7

4
2

3
,8

3
2
,5

7
7

3
,8

6
0
,0

0
3

2
7
,4

2
6

3
9
1
,5

8
4

3
,7

7
3
,0

4
0

6
0
8
,9

6
8

△
 5

7
6
,4

4
1

3
0
4
,6

5
8

1
2
1
,7

8
6

2
1
5
,5

3
1

9
3
,7

4
5

△
 3

9
3
,4

3
7

1
3
4
,9

0
0

歳
入

一
般

財
源

＋
臨

時
財

政
対

策
債

－
標

準
財

政
規

模

歳
入
一
般
財
源
等
の
推
移
（
R
1
～
R
５
）

自
動

車
税

環
境

性
能

割
交

付
金

法
人

事
業

税
交

付
金

歳
入

一
般

財
源

計

歳
入

一
般

財
源

＋
臨

時
財

政
対

策
債

+
減

収
補

て
ん

債

減
収

補
て

ん
債

町
税

, 
2

,1
3

6
,7

1
6

町
税

, 
1

,5
2

4
,0

5
4

町
税

, 
1

,6
0

2
,5

4
2

町
税

, 
1

,6
5

2
,9

4
7

町
税

, 
1

,6
3

9
,7

6
8

譲
与
税
・
交
付
金

, 
3

5
0

,5
1

6
譲
与
税
・
交
付
金

, 
4

0
2

,1
3

0
譲
与
税
・
交
付
金

, 
5

0
8

,5
8

1
譲
与
税
・
交
付
金

, 
4

7
5

,7
5

1

譲
与
税
・
交
付
金

, 
4

5
5

,6
4

6

地
方
交
付
税

, 
1

,4
3

6
,0

5
5

 
地
方
交
付
税

, 
1

,1
3

6
,0

3
4

 

地
方
交
付
税

, 
1

,8
7

1
,4

7
7

 
地
方
交
付
税

, 
1

,7
5

7
,5

6
5

 

地
方
交
付
税

, 
1

,9
4

6
,9

2
0

 

歳
入
一
般
財
源
計

, 
3

,9
2

3
,2

8
7

歳
入
一
般
財
源
計

, 
3

,0
6

2
,2

1
8

歳
入
一
般
財
源
計

, 
3

,9
8

2
,6

0
0

歳
入
一
般
財
源
計

, 
3

,8
8

6
,2

6
3

歳
入
一
般
財
源
計

, 
4

,0
4

2
,3

3
4

0

5
0
0

,0
0
0

1
,0

0
0

,0
0
0

1
,5

0
0

,0
0
0

2
,0

0
0

,0
0
0

2
,5

0
0

,0
0
0

3
,0

0
0

,0
0
0

3
,5

0
0

,0
0
0

4
,0

0
0

,0
0
0

4
,5

0
0

,0
0
0

R
１

R
２

R
3

R
4

R
5

歳
入
一
般
財
源
の
推
移

町
税

譲
与
税
・
交
付
金

地
方
交
付
税

歳
入
一
般
財
源
計

24



普通会計における性質別決算額の推移（歳入）
単位：千円

区分 R1 R2 R3 R4 R5 R5-R4

町税 2,136,716 1,524,054 1,602,542 1,652,947 1,639,768 △ 13,179

地方譲与税 54,644 56,085 57,009 58,301 58,717 416

利子割交付金 829 925 771 441 466 25

配当割交付金 3,795 3,325 5,855 4,800 5,889 1,089

株式等譲渡所得割交付金 2,085 4,272 7,391 4,664 7,387 2,723

地方消費税交付金 242,104 292,578 324,301 346,837 342,118 △ 4,719

自動車取得税交付金 5,583 1 0 114 169 55

自動車税環境性能割交付金 1,213 2,994 2,853 3,510 4,042 532

法人事業税交付金 24,895 62,539 40,390 19,800 △ 20,590

地方特例交付金 40,263 17,055 47,862 16,694 17,058 364

地方交付税 1,436,055 1,136,034 1,871,477 1,757,565 1,946,920 189,355

交通安全対策特別交付金 1,685 1,808 1,420 1,225 1,245 20

分担金及び負担金 58,584 44,418 38,718 30,573 31,463 890

使用料 184,254 171,925 168,247 163,876 165,607 1,731

手数料 44,631 44,847 44,136 43,537 42,886 △ 651

国庫支出金 903,060 2,912,164 1,794,350 1,313,000 1,649,455 336,455

都道府県支出金 485,552 608,528 756,101 633,668 527,066 △ 106,602

財産収入 34,721 23,964 28,772 33,082 46,922 13,840

寄附金 23,407 8,990 15,588 45,131 57,651 12,520

繰入金 503,032 1,880,054 364,291 561,583 754,712 193,129

繰越金 397,617 411,310 389,384 362,233 474,259 112,026

諸収入 126,291 108,937 112,910 111,643 119,666 8,023

町債 464,900 481,100 539,500 836,800 1,562,100 725,300

合計 7,151,021 9,760,263 8,236,017 8,022,614 9,475,366 1,452,752

町債 町債 町債
町債

町債
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計：8,022,614計：8,236,017

計：9,475,366

計：7,151,021
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普通会計における性質別決算額の推移（歳出）
単位：千円

区分 R1 R2 R3 R4 R5 R5-R4

人件費 840,494 1,002,833 1,036,517 1,060,464 1,066,919 6,455

公債費 513,522 506,613 525,384 530,002 543,438 13,436

扶助費 1,348,611 1,396,005 1,794,198 1,520,834 1,692,803 171,969

物件費 947,125 1,034,095 907,707 1,007,742 986,520 △ 21,222

維持補修費 31,621 31,583 34,538 37,171 37,389 218

補助費等 450,371 2,486,699 1,146,437 1,036,548 990,881 △ 45,667

積立金 767,415 1,176,896 817,045 399,383 403,810 4,427

投資及び出資金・貸付金 50,596 50,550 50,446 50,432 50,456 24

繰出金 787,936 487,183 473,789 468,978 513,781 44,803

投資的経費 1,002,020 1,198,422 1,087,723 1,436,801 2,491,337 1,054,536

歳出合計 6,739,711 9,370,879 7,873,784 7,548,355 8,777,334 1,228,979
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人件費

公債費
公債費

公債費 公債費

公債費

扶助費

扶助費

扶助費
扶助費

扶助費

物件費

物件費

物件費
物件費

物件費

補助費等

補助費等
補助費等

補助費等

補助費等

積立金 積立金 積立金

積立金

繰出金

繰出金
繰出金

繰出金

投資的経費

投資的経費

投資的経費

投資的経費

歳出合計, 6380172

歳出合計, 5525000

歳出合計, 6041865

歳出合計, 6739711

0

1000000

2000000

3000000

4000000

5000000

6000000

7000000

H28 H29 H30 R1 R2

人件費 公債費 扶助費 物件費 維持補修費 補助費等 積立金 投資及び出資金・貸付金 繰出金 投資的経費

投資的経費
投資的経費 投資的経費

投資的経費

投資的経費
繰出金 繰出金

繰出金

繰出金

繰出金

積立金
積立金

積立金
積立金

積立金

補助費等

補助費等

補助費等
補助費等

補助費等

物件費

物件費

物件費
物件費

物件費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公債費

公債費

公債費

公債費

公債費

人件費

人件費

人件費

人件費

人件費

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

R1 R2 R3 R4 R5

投資的経費 繰出金 投資及び出資金・貸付金 積立金 補助費等 維持補修費 物件費 扶助費 公債費 人件費

計：7,873,784

計：7,548,355

計：8,777,334

計：6,739,711

計：9,370,879

26



基
金
現
在
高
の
推
移

単
位

：
千

円

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
5
- 

R
4

財
政

調
整

基
金

1
,0

2
2
,7

5
4

6
4
2
,6

4
5

8
6
9
,8

6
4

9
9
0
,3

1
9

1
,3

1
2
,0

3
7

3
2
1
,7

1
8

減
債

基
金

6
6
3
,2

0
8

5
6
4
,0

9
8

6
3
7
,4

3
6

6
3
4
,5

9
0

5
5
1
,6

9
7

△
 8

2
,8

9
3

そ
の

他
特

定
目

的
基

金
3
,8

0
4
,0

9
4

3
,5

8
0
,1

5
4

3
,7

3
2
,3

5
2

3
,4

5
2
,5

4
4

2
,8

6
5
,6

0
7

△
 5

8
6
,9

3
7

計
5
,4

9
0
,0

5
6

4
,7

8
6
,8

9
7

5
,2

3
9
,6

5
2

5
,0

7
7
,4

5
3

4
,7

2
9
,3

4
1

△
 3

4
8
,1

1
2

※
土

地
開

発
基

金
除

く

そ
の

他
特

定
目

的
基

金
そ

の
他

特
定

目
的

基
金

そ
の

他
特

定
目

的
基

金
そ

の
他

特
定

目
的

基
金

そ
の

他
特

定
目

的
基

金

減
債

基
金

減
債

基
金

減
債

基
金

減
債

基
金

減
債

基
金

財
政

調
整

基
金

財
政

調
整

基
金

財
政

調
整

基
金

財
政

調
整

基
金

財
政

調
整

基
金

0

1
,0

0
0
,0

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

6
,0

0
0
,0

0
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

計
:5

,2
3
9
,6

5
2

計
：

5
,0

7
7
,4

5
3

計
：

4
,7

2
9
,3

4
1

計
：

5
,4

9
0
,0

5
6

計
：

4
,7

8
6
,8

9
7

27



基
金

積
立

金
基

金
利

子
積

立
金

取
崩

し
欠

損
額

1
財

政
調

整
基

金
9
9
0
,3

1
9
,1

4
7

3
2
1
,7

1
8
,0

5
6

1
,3

1
2
,0

3
7
,2

0
3

3
2
0
,4

3
8
,0

0
0

1
,2

8
0
,0

5
6

0
0

2
土

地
開

発
基

金
3
3
1
,7

2
9
,8

0
1

2
5
2
,9

3
0

3
3
1
,9

8
2
,7

3
1

0
2
5
2
,9

3
0

0
0

3
減

債
基

金
6
3
4
,5

8
9
,8

8
3

△
 8

2
,8

9
2
,7

4
9

5
5
1
,6

9
7
,1

3
4

1
6
,2

8
7
,0

0
0

8
2
0
,2

5
1

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

0

4
●

下
水

道
整

備
基

金
2
4
0
,3

5
2
,4

8
7

△
 1

5
6
,5

2
3
,3

2
8

8
3
,8

2
9
,1

5
9

0
3
1
0
,6

7
2

1
5
6
,8

3
4
,0

0
0

0

5
●

体
育

文
化

振
興

基
金

1
7
,4

1
0
,6

6
6

△
 3

,9
6
2
,7

0
3

1
3
,4

4
7
,9

6
3

1
4
,7

9
2

2
2
,5

0
5

4
,0

0
0
,0

0
0

0

6
●

★
地

域
福

祉
基

金
1
8
5
,2

7
0
,4

6
3

0
1
8
5
,2

7
0
,4

6
3

0
2
3
9
,4

7
5

2
3
9
,4

7
5

0

7
●

地
域

振
興

基
金

1
8
8
,6

9
3
,7

2
9

2
4
3
,9

0
0

1
8
8
,9

3
7
,6

2
9

0
2
4
3
,9

0
0

0
0

8
●

協
働

の
ま

ち
づ

く
り

促
進

基
金

9
7
,9

4
3
,6

5
9

1
2
6
,5

9
9

9
8
,0

7
0
,2

5
8

0
1
2
6
,5

9
9

0
0

9
●

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

8
9
,9

7
8
,6

6
1

1
1
,9

7
6
,3

0
4

1
0
1
,9

5
4
,9

6
5

2
9
,2

5
0
,0

0
0

1
1
6
,3

0
4

1
7
,3

9
0
,0

0
0

0

1
0

●
ま

ち
・

ひ
と

・
し

ご
と

創
生

推
進

基
金

0
0

0
0

0
0

0

1
1

●
水

資
源

開
発

基
金

2
2
,8

6
5
,5

9
1

2
9
,5

5
5

2
2
,8

9
5
,1

4
6

0
2
9
,5

5
5

0
0

1
2

●
ふ

る
さ

と
水

と
土

保
全

対
策

基
金

1
0
,6

5
5
,7

2
8

△
 4

9
6
,2

2
7

1
0
,1

5
9
,5

0
1

0
1
3
,7

7
3

5
1
0
,0

0
0

0

1
3

●
公

共
施

設
整

備
基

金
2
,0

6
9
,8

2
8
,0

4
2

△
 1

4
1
,1

7
3
,1

2
5

1
,9

2
8
,6

5
4
,9

1
7

1
2
,9

0
0
,0

0
0

2
,6

7
6
,8

7
5

1
5
6
,7

5
0
,0

0
0

0

1
4

●
庁

舎
整

備
基

金
4
2
0
,3

0
5
,4

1
7

△
 2

9
9
,5

5
6
,7

2
6

1
2
0
,7

4
8
,6

9
1

0
5
4
3
,2

7
4

3
0
0
,1

0
0
,0

0
0

0

1
5

●
学

校
施

設
整

備
基

金
0

0
0

0
0

0
0

1
6

●
森

林
環

境
譲

与
税

基
金

1
6
,1

4
8
,8

8
8

△
 1

,9
9
9
,1

2
7

1
4
,1

4
9
,7

6
1

6
,2

3
0
,0

0
0

2
0
,8

7
3

8
,2

5
0
,0

0
0

0

1
7

●
環

境
整

備
協

力
費

基
金

9
3
,0

9
0
,3

1
0

4
,3

9
7
,8

3
6

9
7
,4

8
8
,1

4
6

1
2
,1

2
7
,5

1
0

1
2
0
,3

2
6

7
,8

5
0
,0

0
0

0

5
,4

0
9
,1

8
2
,4

7
2

△
 3

4
7
,8

5
8
,8

0
5

5
,0

6
1
,3

2
3
,6

6
7

3
9
7
,2

4
7
,3

0
2

6
,8

1
7
,3

6
8

7
5
1
,9

2
3
,4

7
5

0

●
う

ち
特

定
目

的
基

金
（

4
～

1
7
）

3
,4

5
2
,5

4
3
,6

4
1

△
 5

8
6
,9

3
7
,0

4
2

2
,8

6
5
,6

0
6
,5

9
9

6
0
,5

2
2
,3

0
2

4
,4

6
4
,1

3
1

6
5
1
,9

2
3
,4

7
5

0

★
う

ち
果

実
運

用
型

基
金

（
6
）

1
8
5
,2

7
0
,4

6
3

0
1
8
5
,2

7
0
,4

6
3

0
2
3
9
,4

7
5

2
3
9
,4

7
5

0

一
般

会
計

小
計

か
ら

土
地

開
発

基
金

を
除

く
5
,0

7
7
,4

5
2
,6

7
1

△
 3

4
8
,1

1
1
,7

3
5

4
,7

2
9
,3

4
0
,9

3
6

3
9
7
,2

4
7
,3

0
2

6
,5

6
4
,4

3
8

7
5
1
,9

2
3
,4

7
5

0

1
8

町
内

会
公

民
館

建
設

基
金

1
0
,0

0
0
,0

0
0

0
1
0
,0

0
0
,0

0
0

0
0

0
0

1
9

奨
学

資
金

貸
付

基
金

1
2
,7

7
3
,0

0
0

0
1
2
,7

7
3
,0

0
0

0
0

0
0

2
0

高
額

療
養

費
及

び
高

額
介

護
サ

ー
ビ

ス
費

資
金

貸
付

基
金

3
,0

0
0
,0

0
0

△
 3

,0
0
0
,0

0
0

0
0

0
2
,7

8
8
,0

0
0

2
1
2
,0

0
0

2
1

町
内

会
集

会
所

建
設

基
金

2
0
,0

0
0
,0

0
0

0
2
0
,0

0
0
,0

0
0

0
0

0
0

4
5
,7

7
3
,0

0
0

△
 3

,0
0
0
,0

0
0

4
2
,7

7
3
,0

0
0

0
0

2
,7

8
8
,0

0
0

2
1
2
,0

0
0

2
2

国
民

健
康

保
険

財
政

調
整

基
金

1
3
4
,2

1
4
,9

4
6

6
3
6
,5

4
3

1
3
4
,8

5
1
,4

8
9

1
2
,9

6
0
,0

0
0

2
,5

4
3

1
2
,3

2
6
,0

0
0

0

2
3

国
民

健
康

保
険

診
療

所
財

政
調

整
基

金
4
2
,0

6
5
,2

6
4

△
 7

1
5
,2

0
4

4
1
,3

5
0
,0

6
0

8
0
2
,0

0
0

7
9
6

1
,5

1
8
,0

0
0

0

2
4

介
護

保
険

財
政

調
整

基
金

1
2
8
,7

9
5
,0

6
9

△
 2

8
,4

2
0
,5

6
0

1
0
0
,3

7
4
,5

0
9

8
,5

7
7
,0

0
0

2
,4

4
0

3
7
,0

0
0
,0

0
0

0

3
0
5
,0

7
5
,2

7
9

△
 2

8
,4

9
9
,2

2
1

2
7
6
,5

7
6
,0

5
8

2
2
,3

3
9
,0

0
0

5
,7

7
9

5
0
,8

4
4
,0

0
0

0

5
,7

6
0
,0

3
0
,7

5
1

△
 3

7
9
,3

5
8
,0

2
6

5
,3

8
0
,6

7
2
,7

2
5

4
1
9
,5

8
6
,3

0
2

6
,8

2
3
,1

4
7

8
0
5
,5

5
5
,4

7
5

2
1
2
,0

0
0

一
般

会
計

小
計

（
1
～

1
7
）

定
額

運
用

基
金

小
計

（
1
8
～

2
1
）

特
別

会
計

小
計

（
2
2
～

2
4
）

合
計

（
1
～

2
3
）

基
金

の
状

況

基
金

区
分

令
和

4
年

度
末

残
高

令
和

5
年

度
中

増
減

高

令
和

5
年

度
末

残
高

単
位

：
円

令
和

5
年

度
中

増
減

高
内

訳

28



地
方
債
現
在
高
の
推
移

単
位

：
千

円

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
5
 -

 R
4

普
通

会
計

4
,2

3
6
,8

0
7

4
,2

2
8
,5

4
8

4
,2

5
5
,7

0
0

4
,5

7
2
,7

2
2

5
,6

0
1
,5

4
3

1
,0

2
8
,8

2
1

公
共

下
水

道
4
,1

6
7
,0

5
2

3
,9

3
6
,0

7
3

3
,6

9
9
,1

9
6

3
,3

9
9
,0

7
9

3
,1

7
6
,8

0
3

△
 2

2
2
,2

7
6

農
業

集
落

排
水

1
0
3
,3

0
7

9
0
,2

1
2

0
0

0
0

水
道

4
2
4
,4

4
4

5
2
7
,9

0
6

5
8
8
,7

5
6

9
6
9
,4

7
6

1
,1

2
1
,1

2
1

1
5
1
,6

4
5

計
8
,9

3
1
,6

1
0

8
,7

8
2
,7

3
9

8
,5

4
3
,6

5
2

8
,9

4
1
,2

7
7

9
,8

9
9
,4

6
7

9
5
8
,1

9
0

水
道

水
道

水
道

水
道

水
道

農
業
集
落
排
水

農
業
集
落
排
水

公
共
下
水
道

公
共
下
水
道

公
共
下
水
道

公
共
下
水
道

公
共
下
水
道

普
通
会
計

普
通
会
計

普
通
会
計

普
通
会
計

普
通
会
計

0

2
,0

0
0

,0
0

0

4
,0

0
0

,0
0

0

6
,0

0
0

,0
0

0

8
,0

0
0

,0
0

0

1
0

,0
0

0
,0

0
0

1
2

,0
0

0
,0

0
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

水
道

農
業
集
落
排
水

公
共
下
水
道

普
通
会
計

計
：

9
,8

9
9
,4

6
7

計
：

8
,9

4
1
,2

7
7

計
：

8
,9

3
1
,6

1
0

計
：

8
,7

8
2
,7

3
9

計
：

8
,5

4
3
,6

5
2

29



地
方
債
発
行
額
に
占
め
る
臨
時
財
政
対
策
債
の
割
合
等

単
位

：
千

円

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
5
 -

 R
4

臨
時

財
政

対
策

債
1
5
4
,1

0
0

1
2
2
,8

0
0

2
6
4
,8

0
0

6
8
,1

0
0

3
3
,2

0
0

△
 3

4
,9

0
0

建
設

事
業

債
等

3
1
0
,8

0
0

3
5
8
,3

0
0

2
7
4
,7

0
0

7
6
8
,7

0
0

1
,5

2
8
,9

0
0

7
6
0
,2

0
0

地
方

債
　

計
4
6
4
,9

0
0

4
8
1
,1

0
0

5
3
9
,5

0
0

8
3
6
,8

0
0

1
,5

6
2
,1

0
0

7
2
5
,3

0
0

臨
時

財
政

対
策

債
の

割
合

3
3
.1

%
2
5
.5

%
4
9
.1

%
8
.1

%
2
.1

%

主
な

も
の

ご
み

処
理

施
設

基
幹

的
設

備
改

良
事

業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

9
8
5
,3

0
0

市
町

村
役

場
機

能
緊

急
保

全
事

業
　

2
9
8
,0

0
0

建
設

事
業

債
等

建
設

事
業

債
等

建
設

事
業

債
等

建
設

事
業

債
等

建
設

事
業

債
等

臨
時

財
政

対
策

債
臨

時
財

政
対

策
債

臨
時

財
政

対
策

債

臨
時

財
政

対
策

債

臨
時

財
政

対
策

債

0

2
0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0

6
0
0
,0

0
0

8
0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

1
,2

0
0
,0

0
0

1
,4

0
0
,0

0
0

1
,6

0
0
,0

0
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

建
設

事
業

債
等

臨
時

財
政

対
策

債

計
：

8
3
6
,8

0
0

計
：

4
6
4
,9

0
0

計
：

4
8
1
,1

0
0

計
：

5
3
9
,5

0
0

計
：

1
,5

6
2
,1

0
0

30



類似団体との比較による財政状況比較分析表（普通会計決算）

R4の類似団体内の順位　41/68

R4の類似団体内の順位　13/68

R4の類似団体内の順位　50/68
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R4の類似団体内の順位　1/68

R4の類似団体内の順位　60/68

R4の類似団体内の順位　4/68
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R4の類似団体内の順位　6/68
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類似団体との比較による財政状況比較分析表（普通会計決算）

【性質別による経常収支比率の分析】
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R4の類似団体内の順位　58/68

R4の類似団体内の順位　35/68
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令和４年度　全国町村類似団体の主要財政指標（人口順）

№ 都道府県名 団体名 R2国勢調査人口 財政力指数
順位

（高い方から）
経常収支比率

順位

（低い方から）
実質公債費比率

順位

（低い方から）
将来負担比率

順位

（低い方から）
ラスパイレス指数

順位

（低い方から）

1 和歌山県 串本町 14,959 0.26 61 94.5 61 10.9 54 70.7 26 94.0 14
2 大阪府 岬町 14,741 0.47 22 94.9 62 11.1 56 105.8 29 97.6 48
3 山梨県 市川三郷町 14,700 0.31 47 98.2 67 12.0 62 117.5 30 96.5 35
4 三重県 紀北町 14,604 0.27 58 91.8 53 7.2 27 14.4 5 97.5 44
5 茨城県 美浦村 14,602 0.63 7 88.6 37 7.5 32 56.2 21 100.4 64
6 徳島県 松茂町 14,583 0.83 3 78.9 6 ▲ 2.2 1 - 93.4 12
7 山口県 田布施町 14,483 0.45 25 94.1 60 10.4 51 19.4 7 98.5 55
8 大分県 玖珠町 14,386 0.35 39 92.3 56 3.1 5 - 100.4 64
9 岐阜県 安八町 14,355 0.59 10 85.4 21 13.3 65 65.9 24 94.6 16

10 長崎県 波佐見町 14,291 0.40 28 84.2 15 8.1 39 - 98.8 56
11 鹿児島県 肝付町 14,227 0.28 56 92.7 57 7.2 27 - 96.1 30
12 山梨県 富士川町 14,219 0.34 42 84.9 19 10.9 54 68.2 25 97.3 41
13 群馬県 榛東村 14,216 0.53 15 91.5 52 7.7 36 - 95.7 26
14 和歌山県 那智勝浦町 14,137 0.31 47 96.3 64 8.0 38 21.1 8 98.1 53
15 福井県 若狭町 14,003 0.33 44 87.7 34 14.2 67 61.1 22 91.6 4
16 長崎県 佐々町 13,912 0.54 13 90.2 50 8.6 41 - 99.4 60
17 兵庫県 上郡町 13,879 0.50 18 89.4 45 14.5 68 124.4 32 95.9 27
18 香川県 小豆島町 13,870 0.29 52 90.1 49 6.2 21 - 95.5 22
19 福岡県 大木町 13,820 0.49 20 81.9 9 6.7 22 - 99.9 62
20 千葉県 長生村 13,803 0.50 18 85.8 23 9.2 45 27.5 14 101.9 68
21 山形県 山辺町 13,725 0.38 32 85.7 22 10.3 49 - 99.0 58
22 徳島県 東みよし町 13,622 0.29 52 93.2 59 8.9 43 - 98.0 52
23 埼玉県 鳩山町 13,560 0.53 15 87.2 33 11.2 58 90.3 27 95.2 21
24 福島県 猪苗代町 13,552 0.37 35 88.6 37 10.0 47 27.7 15 96.9 37
25 福岡県 芦屋町 13,545 0.34 42 97.8 65 0.1 3 - 96.1 30
26 沖縄県 嘉手納町 13,521 0.60 8 76.7 4 0.6 4 - 96.2 33
27 島根県 隠岐の島町 13,433 0.20 68 88.7 39 11.5 59 137.4 33 99.3 59
28 長崎県 川棚町 13,377 0.37 35 84.5 18 6.0 18 23.5 12 97.3 41
29 宮城県 松島町 13,323 0.45 25 95.7 63 6.8 25 - 93.3 9
30 兵庫県 新温泉町 13,318 0.24 65 87.8 35 11.1 56 28.2 16 96.0 28
31 徳島県 板野町 13,042 0.46 24 90.0 48 4.3 10 - 97.0 39
32 大阪府 太子町 13,009 0.47 22 87.9 36 4.5 12 - 98.9 57
33 福岡県 桂川町 12,878 0.40 28 92.1 55 3.5 7 0.7 1 98.1 53
34 香川県 土庄町 12,846 0.32 45 90.5 51 10.7 52 22.7 11 93.3 9
35 広島県 坂町 12,582 0.64 6 85.9 24 4.5 12 - 95.6 25
36 沖縄県 本部町 12,530 0.35 39 92.7 57 10.3 49 - 93.3 9
37 青森県 野辺地町 12,374 0.37 35 97.8 65 7.3 30 - 95.5 22
38 岡山県 早島町 12,368 0.68 5 85.9 24 6.1 19 - 96.9 37
39 高知県 佐川町 12,323 0.32 45 89.1 43 4.2 8 - 91.6 4
40 岡山県 鏡野町 12,062 0.29 52 86.8 27 11.8 61 29.8 17 95.1 19
41 山口県 平生町 11,914 0.40 28 89.8 46 12.7 64 118.1 31 94.8 17
42 千葉県 一宮町 11,897 0.54 13 87.0 29 4.4 11 - 100.3 63
43 鹿児島県 屋久島町 11,858 0.23 66 87.0 29 10.2 48 - 96.0 28
44 北海道 岩内町 11,648 0.30 50 92.0 54 13.4 66 100.3 28 96.6 36
45 静岡県 東伊豆町 11,488 0.57 12 80.4 8 6.7 22 21.4 9 92.9 8
46 徳島県 上板町 11,384 0.39 31 83.0 12 5.0 17 - 95.0 18
47 神奈川県 箱根町 11,293 1.33 1 99.7 68 12.2 63 63.4 23 97.9 51
48 新潟県 田上町 11,227 0.38 32 84.2 15 7.8 37 25.0 13 91.3 3
49 埼玉県 越生町 11,029 0.48 21 88.9 40 4.9 16 2.5 2 97.5 44
50 三重県 朝日町 11,021 0.73 4 84.2 15 7.6 33 7.7 4 101.4 67
51 岡山県 里庄町 10,950 0.53 15 83.0 12 7.4 31 - 95.5 22
52 沖縄県 恩納村 10,869 0.60 8 76.0 3 4.8 15 - 96.3 34
53 神奈川県 松田町 10,836 0.58 11 86.7 26 6.1 19 16.3 6 97.5 44
54 沖縄県 金武町 10,806 0.38 32 84.0 14 4.2 8 - 96.1 30
55 鳥取県 岩美町 10,799 0.26 61 85.2 20 8.9 43 - 94.0 14
56 鳥取県 伯耆町 10,696 0.27 58 87.1 31 6.8 25 - 93.9 13
57 山梨県 身延町 10,663 0.26 61 72.9 2 ▲ 1.8 2 - 95.1 19
58 兵庫県 神河町 10,616 0.35 39 89.9 47 11.7 60 38.1 20 97.5 44
59 長野県 木曽町 10,584 0.27 58 86.9 28 7.6 33 - 97.2 40
60 北海道 上富良野町 10,348 0.29 52 87.1 31 8.5 40 22.6 10 99.4 60
61 福井県 高浜町 10,326 1.20 2 63.1 1 7.2 27 - 92.4 7
62 鳥取県 南部町 10,323 0.26 61 88.9 40 9.6 46 6.2 3 90.7 2
63 三重県 紀宝町 10,321 0.28 56 89.0 42 10.7 52 - 97.6 48
64 千葉県 白子町 10,305 0.45 25 79.3 7 4.5 12 - 100.9 66
65 福岡県 香春町 10,191 0.31 47 89.3 44 3.2 6 - 97.3 41
66 鹿児島県 徳之島町 10,147 0.23 66 82.6 10 7.6 33 30.5 18 89.7 1
67 熊本県 甲佐町 10,132 0.30 50 82.6 10 6.7 22 - 92.0 6
68 北海道 東神楽町 10,127 0.37 35 78.0 5 8.8 42 31.0 19 97.8 50

12,509 0.43 87.44 7.7 48.4 96.3全国町村類似団体(単純)平均
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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業(令和5年度分)

（単位：円）

計
5年度実績

事業費

6年度見込

(5年度繰越)

事業費

計
5年度実績

交付金

6年度見込

(5年度繰越)

交付金

決算書

頁
科目 説明

5年度実績

事業費

5年度実績

特定財源

5年度実績

一般財源

臨時交付金

充当額

(受入額)

1 公共交通事業者持続化支援金 807,000 807,000 0 554,000 554,000 0 完了 72 企画費
公共交通事業者持続化支援金（電力・ガス・食料品等価

格高騰支援分）
807,000 0 807,000 554,000

2 定額減税に係る個人住民税システム改修事業 1,280,400 0 1,280,400 1,280,400 0 1,280,400 繰越 72 電子計算費 0 0 0 0

3
住民税非課税世帯等への臨時特別給付金事業(価格高騰

重点分)
43,627,188 43,627,188 0 43,567,188 43,567,188 0 完了 74 電子計算費 ソフトメンテナンス業務委託料 1,247,400 0 1,247,400 1,247,400

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(価

格高騰重点分)

会計年度任用職時間外報酬（行政職パートタイム） 53,041 0 53,041 53,041

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(価

格高騰重点分)

時間外勤務手当 58,456 0 58,456 58,456

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(価

格高騰重点分)

消耗品費 14,400 0 14,400 14,400

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(価

格高騰重点分)

印刷製本費 276,123 0 276,123 276,123

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(価

格高騰重点分)

通信運搬費 335,528 0 335,528 335,528

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(価

格高騰重点分)

口座振込手数料 152,240 0 152,240 152,240

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(価

格高騰重点分)

住民税非課税世帯等への臨時特別給付金（電力・ガス・

食料品等価格高騰支援）
41,490,000 0 41,490,000 41,430,000

4
住民税非課税世帯等への臨時特別給付金事業(物価高騰

重点分)
99,818,568 99,818,568 0 97,375,000 97,375,000 0 完了 74 電子計算費 ソフトメンテナンス業務委託料 1,518,000 0 1,518,000 1,518,000

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(物

価高騰重点分)

会計年度任用職時間外報酬（行政職パートタイム） 60,221 0 60,221 176,000

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(物

価高騰重点分)

時間外勤務手当 138,581 0 138,581 299,000

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(物

価高騰重点分)

消耗品費 8,706 0 8,706 23,000

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(物

価高騰重点分)

印刷製本費 35,424 0 35,424 56,000

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(物

価高騰重点分)

通信運搬費 114,186 0 114,186 205,000

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(物

価高騰重点分)

口座振込手数料 153,450 0 153,450 248,000

102

住民税非課税世帯等への

臨時特別給付金事業費(物

価高騰重点分)

住民税非課税世帯等への臨時特別給付金（物価高騰重点

分）
97,790,000 0 97,790,000 94,850,000

5 住民税均等割のみ課税世帯への給付金事業費 34,480,400 1,082,270 33,398,130 34,481,000 1,082,870 33,398,130 繰越 74 電子計算費 ソフトメンテナンス業務委託料 1,049,400 0 1,049,400 1,050,000

104
住民税均等割のみ課税世

帯への給付金事業費
会計年度任用職時間外報酬（行政職パートタイム） 15,102 0 15,102 15,102

104
住民税均等割のみ課税世

帯への給付金事業費
消耗品費 3,633 0 3,633 3,633

104
住民税均等割のみ課税世

帯への給付金事業費
印刷製本費 14,135 0 14,135 14,135

6
住民税非課税・均等割のみ課税世帯へのこども加算給

付金事業費
17,641,200 1,295,033 16,346,167 17,642,000 1,295,833 16,346,167 繰越 74 電子計算費 ソフトメンテナンス業務委託料 1,267,200 0 1,267,200 1,268,000

104

住民税非課税・均等割の

み課税世帯へのこども加

算給付金事業費

会計年度任用職時間外報酬（行政職パートタイム） 12,144 0 12,144 12,144

104

住民税非課税・均等割の

み課税世帯へのこども加

算給付金事業費

消耗品費 3,274 0 3,274 3,274

104

住民税非課税・均等割の

み課税世帯へのこども加

算給付金事業費

印刷製本費 12,415 0 12,415 12,415

事業費内訳

備考

うち、臨時交付金充当

Ｎｏ 事業名

事業費

44 44



新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業(令和5年度分)

（単位：円）

計
5年度実績

事業費

6年度見込

(5年度繰越)

事業費

計
5年度実績

交付金

6年度見込

(5年度繰越)

交付金

決算書

頁
科目 説明

5年度実績

事業費

5年度実績

特定財源

5年度実績

一般財源

臨時交付金

充当額

(受入額)

事業費内訳

備考

うち、臨時交付金充当

Ｎｏ 事業名

事業費

7 公立学童クラブ食品費物価高騰対策支援事業 503,160 503,160 0 389,000 389,000 0 完了 106 児童福祉総務費 公立学童クラブ食品費物価高騰対策支援交付金 503,160 0 503,160 389,000

8 町内保育園等副食費物価高騰対策支援事業 5,825,952 5,825,952 0 4,450,000 4,450,000 0 完了 108 児童福祉施設費 賄材料費 1,061,056 0 1,061,056 956,000

110 児童福祉施設費 町内私立保育園等副食費物価高騰対策支援交付金 4,764,896 0 4,764,896 3,494,000

9 畜産農家物価高騰対策支援給付金 10,842,000 10,842,000 0 7,478,000 7,478,000 0 完了 134 畜産業費
佐々町畜産農家物価高騰対策支援給付金(電力・ガス・食

料品等価格高騰重点支援分)
10,842,000 0 10,842,000 7,478,000

10 肉用牛経営緊急支援事業 8,082,800 8,082,800 0 7,727,000 7,727,000 0 完了 134 畜産業費
佐々町肉用牛経営緊急支援給付金(物価高騰対応重点支援

分)
8,082,800 0 8,082,800 7,727,000

11 貨物運送事業者燃油価格高騰対策支援事業 3,900,000 1,660,000 2,240,000 3,037,000 1,660,000 1,377,000 繰越 140 商工業振興費 貨物運送事業者燃油価格高騰対策支援金 1,660,000 0 1,660,000 1,660,000

12 生活応援商品券事業 45,870,605 45,870,605 0 34,183,000 34,183,000 0 完了 144
生活応援商品券事

業費
消耗品費 11,550 0 11,550 8,000

144
生活応援商品券事

業費
印刷製本費 188,100 0 188,100 140,000

144
生活応援商品券事

業費
通信運搬費 2,945,221 0 2,945,221 2,194,000

144
生活応援商品券事

業費
生活応援商品券発行業務委託料 2,197,734 0 2,197,734 1,637,000

144
生活応援商品券事

業費
生活応援商品券事業費補助金 40,528,000 0 40,528,000 30,204,000

13 子育て応援商品券事業 33,861,000 0 33,861,000 26,370,000 0 26,370,000 繰越 144
子育て応援商品券

事業費

14 学校給食物価高騰対策事業費補助金 10,605,000 10,605,000 0 8,954,000 8,954,000 0 完了 162 事務局費 学校給食物価高騰対策事業費補助金 10,605,000 0 10,605,000 8,954,000

15 学校給食費負担軽減事業(中学生無償化分) 3,906,754 3,906,754 0 3,582,000 3,582,000 0 完了 162 事務局費 学校給食費負担軽減事業補助金(中学生無償化分) 3,906,754 0 3,906,754 3,582,000

321,052,027 233,926,330 87,125,697 291,069,588 212,297,891 78,771,697 233,926,330 0 233,926,330 212,297,891

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業(令和4年度繰越分)

（単位：円）

計
4年度実績

事業費

5年度実績

(4年度繰越)

事業費

計
4年度実績

交付金

5年度実績

(4年度繰越)

交付金

決算書

頁
科目 説明

5年度実績

事業費

5年度実績

特定財源

5年度実績

一般財源

臨時交付金

充当額

(受入額)

1 運送事業者等燃油価格高騰対策支援事業 4,530,000 0 4,530,000 3,652,000 0 3,652,000 完了 146
商工業振興費(繰

越明許)
運送事業者等燃油価格高騰対策支援金 4,530,000 0 4,530,000 3,652,000

2
地域経済の活性化と生活者支援のための商品券発行事

業※第2弾
45,938,235 172,282 45,765,953 37,072,000 172,000 36,900,000 完了 146

生活応援商品券事

業費(繰越明許)
通信運搬費 2,960,794 0 2,960,794 2,387,000

146
生活応援商品券事

業費(繰越明許)
生活応援商品券発行業務委託料 2,195,159 0 2,195,159 1,770,000

146
生活応援商品券事

業費(繰越明許)
生活応援商品券事業費補助金 40,610,000 0 40,610,000 32,743,000

50,468,235 172,282 50,295,953 40,724,000 172,000 40,552,000 50,295,953 0 50,295,953 40,552,000

事業費内訳

合計 合計

合計

Ｎｏ 事業名

事業費 うち、臨時交付金充当

備考

合計
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佐々町国民健康保険特別会計決算説明書 

  

国民健康保険制度は、県と市町が保険者となり、県が財政運営の責任主体として決定した

国民健康保険事業費納付金を市町が県へ納付し、給付に必要な金額を県から交付を受ける

仕組みとなっています。 

国民健康保険の被保険者数については、団塊の世代の後期高齢者医療への移行により令和

4 年度と比較して 171 人減の 2,475 人 （対町人口加入割合 17.8％）となっています。 

保険給付費については、総額で 986,637 千円と、令和 4 年度と比較して 4,109 千円の増と

なっており、1 人当たりの給付費も同様に増となりました。 

 国民健康保険財政の主たる財源である保険税の収納率については、現年度分 99.72 ％（前

年度比 0.43 ポイント増）、滞納繰越分 31.94％（前年度比 2.44 ポイント減）となっています。 

なお、累積滞納額は令和 5 年度末現在で 10,537 千円（前年度比 5,909 千円減）となっていま

す（下図参照）。 

保険税の収納強化対策として、財産の差押などの滞納処分を実施したほか、事情により保

険税が納付できない滞納者に対しては分割納付による対応や短期被保険者証・資格証明書の

交付を行い、接触機会の確保に努めました。 

主な制度改正では、令和５年４月から妊産婦の経済的負担軽減のため、出産育児一時金が

１分娩当たり 8 万円引き上げられ 50 万円になりました。また、子育て世帯の負担軽減の観点

から出産する被保険者に係る産前産後期間(4 か月分)の均等割保険税及び所得割保険税の免

除制度が令和６年１月１日から始まり、3 件、30,000 円の実績がありました。 

 特定健診については、集団健診、個別健診を実施し、あわせて、受診勧奨通知や電話勧奨

を行い、特定健診受診率・特定保健指導実施率の向上に努めました。また、特定健診を受診 
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された方に奨励品として 500 円分の商品券を交付しました。 

保健事業については、人工透析への移行を防止することを目的とした糖尿病性腎臓病重症

化予防事業において、医療機関と連携した栄養指導等を行うとともに、データヘルス計画に

基づく、生活習慣病予防に着目した栄養指導・運動指導などの個別保健事業等を実施しまし

た。また、被保険者の受診状況、医療費の状況を再認識していただくための医療費通知や、

後発医薬品に置き換えることで 100 円以上の差額が生じる被保険者へ差額通知を送付し、医

療費抑制の普及啓発に努めました。 

 歳入は、保険税 222,031 千円、県支出金 1,027,022 千円などで、合計 1,376,960 千円となり

ました。 

 歳出は、保険給付費 986,637 千円、国民健康保険事業費納付金 329,049 千円などで、合計

1,360,759 千円となり、実質収支額は 16,201 千円となりました。  

 なお、令和 5 年度は 1,176 千円（151 件）を不納欠損処分しています。 

 

 

佐々町介護保険特別会計決算説明書 

 

【保険事業勘定】 

 令和５年度は第 8 期介護保険事業計画の最終年度である３年目になります。 

  令和５年度末の 65 歳以上の高齢者数は、住民基本台帳で 4,028 人（前年度末比較 31 人、

0.8％の増）、第 1 号被保険者数は 4,036 人（同比較 36 人、0.9％の増）となっており、高齢

化率は 29.0％（同比較 0.5 ポイントの増）となっています。 

介護認定者数は 609 人（同比較 33 人、5.7％の増）で、介護認定率は 15.1％（同比較 0.7

ポイントの増）となっており、全国平均の 19.4％を下回っている状況です。 
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介護サービスに係る給付費総額については、1,182,759 千円（前年度比較 50,857 千円、4.5％

の増）となっており、増加した主な給付費は、居宅介護サービス給付費となっています。 

給付費が増加した主な要因としては、後期高齢者の増による要介護認定率の増加であると

考えられます。給付費の内容としては、在宅での生活を支える居宅介護サービスが増加して

おり、施設介護サービス給付費は減少傾向にあります。また、年々増加傾向にある地域密着

型サービスは、今年度さらに増加しており、住み慣れた地域で暮らし続けることを希望する

利用者が増加していると考えられます。 
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地域包括支援センターにおいては、高齢者が住み慣れた地域でいつまでも暮らせるための

医療・介護・介護予防・住まい・生活支援など、様々なサービスが切れ目なく提供される「地

域包括ケア」の充実に向けた取り組みを行いました。 

介護予防事業の取り組みとしては、要支援１・２認定者の通いの場として、町内の通所介

護事業所に委託し通所型サービス A（延べ人数 204 人）を、民間事業所に委託し通所型サー

ビス C（個別運動教室）（延べ人数 77 人）を実施しました。また、介護予防・自立支援を目

的とし、町内の訪問介護事業所に委託し訪問型サービス A（延べ人数 115 人）を実施しまし

た。また、地域における介護予防活動として「いきいき百歳体操」（実施地区 26 地区、参加

実人数 315 人）が自主活動として取り組むことができるよう、継続支援を行いました。高齢

者の保健事業と介護予防の一体的実施事業においては、作業療法士が主となり個別的支援や

通いの場等への集団的支援を実施しました。また、管理栄養士・薬剤師・歯科衛生士等の専

門職と連携しながら、低栄養予防・口腔機能低下防止・服薬指導・糖尿病性腎症重症化予防・

健康状態不明者対策を実施しました。 

地域づくりに関する学びの場として、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業にお

いて整形外科医による脊椎疾患に係る講演会を開催し、西九州させぼ広域都市圏連携事業（在

宅医療・介護連携推進）の市民啓発公開講座として、「『注文をまちがえる料理店』のこれま

でとこれから」をテーマとした地域共生社会の推進を目指した講演会をオンライン開催しま

した。また、在宅医療・介護連携推進を目的とし、町内の医師による「自分らしく生ききるた

めに知っておきたいこと」をテーマとした講演会を、3 回シリーズで開催しました。 

包括的支援事業については、多様な日常生活に必要な地域における支援体制の充実・強化

を行うため、生活支援コーディネーターや地区担当制を通して、高齢者の社会参加および生

活支援・介護予防の推進に取り組みました。また、認知症支援の取り組みとして、認知症地

域支援推進員および地区担当者、町立診療所もの忘れ外来が連携して、認知症の疑いのある

方への早期対応、適切な支援に努めました。また、小学校・中学校・高等学校・一般向けの認

知症サポーター養成講座を開催し、若年層からの認知症の理解とともに福祉の心の普及啓発

と地域づくりについての講話を行いました。介護の現場における人材不足についての課題に

対しては、地域包括支援センターの専門職を町内の介護事業所へ派遣し、意見交換や助言を

通し、介護の現場の負担軽減と人材育成を目指した活動をしました。 

地域ネットワーク情報交換会は、全町内会で開催しました。高齢者だけでなく障がいがあ

る方や子育て世代等、多世代にわたる世帯の状況確認や避難行動要支援者についての情報交

換を行い、地域住民とともに地域課題の共有や地域の強みを再確認しました。地域住民の様々

な声を直接聞くことにより、官民一体となった地域づくりへの意識を高めることにつながり

ました。 

また、医療・介護事業所等との連携や情報交換を図るために、医療、介護、障がい福祉等の

関係事業所とともに行う「高齢・障がい地域支援連絡会議」を、２か月に１回定例開催しま

した。前半は全体会、後半は居宅介護部会・介護施設部会・相談支援部会・就労部会・子ども

部会に分かれて実施しました。 
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地域ケア会議については、専門職と連携しながら延べ 25 件の個別事例を検討し、個々の利

用者の状況に応じた自立支援型ケアマネジメント支援や関係機関の連携強化を図りました。 

権利擁護の推進として、高齢者の尊厳ある生活を保持するために、成年後見制度利用促進

の役割を担う中核機関において、制度の啓発及び個別相談・対応について関係機関と協働で

実施しました。 

また、高齢者虐待等への取組として、広報紙による啓発および５件の個別相談の対応を行

いながら、虐待リスクの軽減に向け、各事業や関係機関と連携し継続的な対応を行いました。 

ボランティア支援として、通いの場や生活支援で活躍されるボランティア 53 人にボランテ

ィアポイントを交付し、ボランティア活動の推進に取り組みました。 

 

〔歳入〕 

① 保険料       255,851 千円 

② 介護給付費負担金（施設分：国 15％，県 17.5％）            173,370 千円 

③ 介護給付費負担金（その他分：国 20％, 県 12.5％）  218,266 千円 

④ 介護給付費交付金（支払基金 27％）    324,958 千円 

⑤ 一般会計繰入金（町負担金 12.5％, 認定事務費等）  203,244 千円 

⑥ 基金繰入金        37,000 千円 

⑦ 財政調整交付金（3.75％）      44,275 千円 

⑧ 地域支援事業交付金等      19,691 千円 

⑨ その他（繰越金等）       34,293 千円 

合計  1,310,948 千円 

 

〔歳出〕 

① 介護（予防）給付費           1,182,759 千円 

② 認定事務費        11,753 千円 

③ 地域支援事業費       40,910 千円 

④ 介護給付費国庫、県負担金等返還金     23,742 千円 

⑤ 介護保険財政調整基金積立金       8,579 千円 

⑥ その他（一般管理費等）       8,991 千円 

合計   1,276,734 千円 

 

実質収支額     34,214 千円 
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【サービス事業勘定】 

 地域包括支援センターにおいては、介護保険認定審査会で要支援 1・2 に認定された方に対

して、延べ 417 件の介護予防支援（ケアプラン作成）を行いました。 

 在宅において、心身の状態等に応じた適切なサービスが提供されるように、利用者等の希

望を勘案してケアプランを作成し、地域とのつながりを基本とした社会資源の有効活用を図

りながらサービス事業者と連携して介護予防支援に努めました。 
 

〔歳入〕 

① 予防給付費収入 1,872 千円 

② 一般会計繰入金 3,368 千円 

③ 繰越金 526 千円 

 合計  5,766 千円 
 

〔歳出〕 

① 包括的支援事業費 4,832 千円 

 合計  4,832 千円 

 

 実質収支額 934 千円 

 

 

佐々町後期高齢者医療特別会計決算説明書 

 

 後期高齢者医療制度は、75 歳以上の高齢者の医療を国民全体で公平に支える制度として、

長崎県後期高齢者医療広域連合が主体となり、県下市町と事務を分担して行っています。 

 歳入は、後期高齢者医療保険料 129,793 千円、一般会計繰入金 48,918 千円などで、合計

179,920 千円となりました。 

 歳出は、総務費 2,423 千円、後期高齢者医療広域連合納付金 176,391 千円などで、合計

178,913 千円となり、実質収支額は 1,007 千円となりました。 

 なお、令和 5 年度末の後期高齢者医療被保険者数は 2,046 人（前年度末比較 126 人、

6.6％の増）で、団塊の世代の加入により、被保険者数は増加傾向となっています。令和 5

年度の保険料収納率 99.71％となっています。 

 また、長崎県後期高齢者医療広域連合の令和 4 年度の委託事業に係る受託事業収入が消費

税の課税対象であることが申告期限後に判明し、消費税 913,400 円、申告期限が経過してい

たことによる延滞税 5,200 円と無申告加算税 45,500 円を納付しました。 

 なお、令和 5 年度の受託事業収入については、一般会計へ予算の組み替えを行いました。 

被保険者数の推移 

区分 R1 R2 R3 R4 R5

後期被保険者数 1,755人 1,752人 1,793人 1,920人 2,046人

人口 14,017人 14,000人 13,965人 14,047人 13,866人

後期被保険者の割合 12.52% 12.51% 12.84% 13.67% 14.76%
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佐々町国民健康保険診療所特別会計決算説明書 

 

 診療については、毎週月曜日に長崎大学病院の医師等 4 名による「もの忘れ外来」を実施

しております。町内外の医療機関や多世代包括支援センターとの連携により、相互に情報を

共有しつつ家族支援に取り組み、認知症の早期発見・重症化抑止に努めました。 

また、住み慣れた地域で早期に療育が受けられる体制を充実させるため、令和 5 年４月か

ら「小児発達専門外来」を月 2 回に拡大しました。 

 受診者数については、物忘れ外来は開所日 46 日に対し 573 人で、開所日の減少及びかかり

つけ医への紹介により、前年度と比べ 72 人の減となりました（令和 4 年度 645 人）。小児発

達専門外来は、開所日 24 日に対し 268 人で、前年度より 157 人の増となりました（令和 4 年

度 111 人）。 

 歳入については、診療収入 3,499 千円、診断書料等手数料 176 千円、一般会計繰入金（普

通交付税措置分含む）8,007 千円、前年度繰越金 1,604 千円などで、合計 13,286 千円にな

りました。 

歳出については、施設管理費 10,969 千円、医業費 389 千円、財政調整基金積立 803 千円

で、合計 12,161 千円になりました。 

以上の結果、実質収支額は 1,125 千円になりました。 

 

もの忘れ外来受診者数の推移 

 

小児発達専門外来受診者数の推移 

 

区分 R1 R2 R3 R4 R5

患者数 404人 524人 623人 645人 573人

うち新患 54人 57人 71人 62人 56人

うち再診 350人 467人 552人 583人 517人

開所日数 42日 46日 46日 47日 46日

１日あたり受診者数 9.6人 11.4人 13.5人 13.7人 12.5人

区分 R4 R5

患者数 111人 268人

うち新患 64人 81人

うち再診 47人 187人

開所日数 12日 24日

１日あたり受診者数 9.3人 11.2人
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〇 まちづくりの基本目標に基づく施策の成果 

【総括】 

  令和 5 年度は令和 4 年度に引き続き「第７次総合計画」（令和３年度～令和１２年度）に

掲げたまちづくりの将来像「暮らしいちばん！住むなら さざ～みんなが輝き、みんなで

創るまち～」を実現するため、総合計画に掲げている次の 7 つの基本目標を推進しました。 

  基本目標１．「医療・福祉」が充実したやさしいまち 

  基本目標２．「教育・文化」で輝くまち 

  基本目標３．「生活・安全」を大切にするまち 

  基本目標４．「自然・環境」を守り続けるまち 

  基本目標５．「産業・観光」でにぎわうまち 

  基本目標６．「行政・財政」が持続可能なまち 

  基本目標７．「情報共有・協働」のみんなのまち 

 

 

基本目標１．「医療・福祉」が充実したやさしいまち 

 担当課：住民福祉課、保険環境課、多世代包括支援センター 

 

 生活習慣病予防対策において、生活習慣病の発症予防・重症化予防、病気の早期発見・早

期治療のため、特定健康診査と各種がん検診等を一体的に実施しました。これまで２年に１

回の実施であった胃内視鏡検査、子宮頸がん検診、乳がん検診を毎年受診できるよう変更し、

継続して受診しやすい環境づくりに取り組みました。 

 住民一人ひとりが自分の健康に関心を向け、日常生活の中で継続的に生活習慣の改善に取

り組むことができるよう、健康相談や健康教育を行い、食習慣の見直しや運動習慣の普及、

生活習慣病の発症や重症化予防のための健康づくりについて支援を行いました。 

育児支援事業においては、妊娠期からの支援として先進医療に対する不妊治療の助成を実

施しました。また、子育て世代支援センターにおいて、全妊婦訪問、産後ケア事業を継続し

て実施し、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援を提供することで、関係機関

との連携のもと、子育て世帯の不安解消に努めました。 

町立診療所では「もの忘れ外来」の診療を行い、地域包括支援センターや地域医療機関な
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どと連携し、認知症の早期発見と早期治療に努めました。また、「小児発達専門外来」を月２

回に拡大し、住み慣れた地域で早期に療育の支援が受けられる体制を充実させました。 

小・中学生に係る医療費の助成については、令和５年度から佐々町、平戸市、松浦市、小値

賀町内の医療機関等に加え、佐世保市内の医療機関を受診した場合においても、現物給付に

よる助成ができるようになりました。現物給付以外は、償還払いにより給付を行いました。

乳幼児については、長崎県内全ての医療機関を受診した場合において現物給付による助成が

可能であり、高校生は佐々町、平戸市、松浦市、小値賀町内の医療機関等で現物給付となっ

ています。 

障がいのある人が地域で生活するうえでの障壁（バリア）をソフト面で軽減することを目

的として、手話通訳者派遣事業や日中一時支援事業、特別支援学校通学支援として、ジャン

ボタクシー運行委託などの事業を実施しました。 

増加する出産費用の負担を軽減するため、国民健康保険被保険者の出産育児一時金につい

て、給付額を 42 万円から 50 万円へ引き上げました。 

 

基本目標１．の成果・評価としましては、各種健診事業等の実施と個別検診の受診機会の

拡充を実施し、町民の健康増進・意識向上につながりました。 

育児支援事業として、不妊治療助成事業及び産後ケア事業を実施するとともに、母子手帳

交付時から伴走型支援の充実を図ることができました。 

佐々町の歴史や街並みを活かしたウォーキング、健康イベントを実施し、また、運動や食

育、健康チェック等の体験ができるブース等の設置により、町民の健康増進・意識向上につ

ながる事業の実施ができていると評価します。 

医療費については、高校生までの医療費を助成することで、子育て世帯の負担軽減を行う

ことができました。特に、令和 5 年度は小・中学生の現物給付可能な地域が広がり、サービ

スの向上が図られ、制度の周知もできていると考えます。 

障がいのある人への支援事業は、地域で自立した生活をおくるために不可欠な支援であり、

今後も事業維持が必要と判断します。また、特別支援学校通学支援事業の利用者が 2 名増加

し、今後も増加することが予想され、ヘルパーやタクシーでの対応が難しくなるため、本事

業の利用条件等について検討が必要です。 
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基本目標２．「教育・文化」で輝くまち 

 担当課：教育委員会 

 

学力向上対策事業として、学力向上支援員を各校１名ずつ配置し、算数、数学、国語を中

心に授業の中で担任とのＴＴ指導（チーム・ティーチングの略称。教員と学力向上支援員、

教員と教員など複数で学習支援を行うこと）等に活用したことで、個別指導等のきめ細かな

指導の一助となりました。また、小１から中２までの児童生徒個人個人の累年比較を行うな

ど、調査結果を各校で分析し、同時に行っている意識調査の結果等も活用して、学習意欲向

上のきっかけともしました。今後も継続することによって、全国学力調査での目標達成につ

なげていきたいと考えています。 

 適切な学校施設の維持・管理として、中学校バリアフリー化や、身体が不自由な児童が２

階以上の教室に行き来ができるよう、口石小学校において車いす用階段昇降車を導入しまし

た。 

 小中学生を持つ家庭の子育て支援として、町内の小中学校に在籍する児童生徒の給食費に

ついて、学校給食費負担軽減事業として第 1 子 20％、第 2 子 40％に加え、第 3 子以降無償

化の補助を行いました。また、中学生を持つ家庭の子育て支援として、町内中学校に在籍す

る生徒の給食費について、令和 6 年 1 月から 3 月までの給食費を無償化しました。なお、保

護者負担を増やすことなく栄養バランスや量を保った給食を提供するため、学校給食物価高

騰対策事業として、食材の物価高騰分を補助しました。 

 特別支援教育の充実として、医療的ケアが必要な児童に対応するため、看護師を 1 名配置

しました。 

 部活動の在り方検討事業として、今後の中学校部活動の地域移行を検討するため、部活動

の在り方検討委員会を開催しました。 

生涯にわたって学ぶことができる機会をつくることを目的とし、町民のそれぞれのライフ

ステージに応じた学習機会の提供と学習内容を充実するため、公民館、地域交流センター、

図書館などを活用した各種講座を開催しました。 

スポーツ振興においては、ジョギングフェスティバル in さざへの支援拡充のほか、スポー

ツに親しむ習慣や意欲・能力の向上を図るため、各世代に応じた各種スポーツ大会へ支援を

行いました。また、老朽化に伴い雨漏りが発生していた北部地区体育館の屋根外壁改修工事   

55



を行いました。 

文化振興においては、郷土史学習講座として特別講座を 3 回開催し、郷土学習の機会の提

供に努めました。また、長崎県の縄文時代から弥生時代への転換期における、特徴を反映し

た考古資料として学術的に非常に貴重であることが認められ、佐々町狸山支石墓群出土ヒス

イ製大珠が長崎県指定文化財となりました。 

芸術文化事業においては、西九州させぼ広域都市圏における連携事業として島瀬美術セン

ターで美術展覧会が開催されました。また、長崎県教職員組合が主催で口石小・佐々小５年

生と中学生を対象に津軽三味線を通じて伝統音楽の素晴らしさを伝える「スクールコンサー

ト」が実施され、児童生徒が参加しました。 

 

基本目標２．の成果・評価としましては、令和 6 年 1 月から中学生の学校給食の無償化を

行い、保護者の負担軽減を図りました。就学援助費については、広報紙やホームページ等を

活用して周知徹底を図り、適切に援助していきたいと考えます。 

中学校での「生き方講座」は実施できませんでしたが、小学校では、児童に将来の職業に

ついて考える機会を与えることができました。また、地元出身者による講話は、子どもたち

の目標や夢に向けて励みとなっており、キャリア教育の推進が図られ、引き続き実施してい

きたいと考えます。 

子どもたちの体験活動や地域ボランティアの見守り活動など、地域ぐるみによる子どもた

ちの育成を行うことができました。 

生涯学習講座等においては、町民の方に講師を務めていただき、受講者の満足度も高く、

充実した講座を開催することができました。今後とも、地域人材を活用した指導者、ティー

チャーの育成に努めます。 

スポーツ振興においては、各種大会を開催し、町内のスポーツ振興に大きく貢献しました。

ジョギングフェスティバルを 3 月に開催しましたが、参加者が前年度と比較し減少したため、

多くの人が参加されるように周知・募集方法等を検討していきます。 

芸術文化においては、次世代を担う小中学生に対して芸術鑑賞の機会を設けることができ

ました。 
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基本目標３．「生活・安全」を大切にするまち 

 担当課：総務課、企画商工課、建設課、農林水産課、水道課、多世代包括支援センター 

 

 公園施設の維持管理においては、公園など町有地を清掃活動されるボランティアの愛護団

体（登録団体数：7 団体）に対し、軍手や草刈機替え刃などの消耗品等を支給し活動を支援し

ました。 

 地域公共交通事業においては、令和５～６年度にかけて佐世保市と共同で公共交通計画を

策定します。令和５年度は、現況の課題整理、計画策定に伴う基礎調査及び計画素案の作成

を実施しました。 

 道路の維持管理においては、道路橋定期点検業務委託、橋梁長寿命化対策工事詳細設計業

務委託、町道改良工事調査測量設計業務委託、町道神田線（猪立地区）道路災害防除工事の

地質調査と、町道川尻線、町道平野線の分筆測量などを行いました。また、町道改良維持補

修工事として町道の舗装補修工事や側溝補修工事、橋梁長寿命化対策工事や路肩伐採などを

行いました。 

 住宅関連事業においては、新たに 3 世代で同居又は近居するために住宅を新築もしくは改

修する方に対し 3 世代同居・近居促進事業補助金を、住宅のバリアフリー化など住宅性能の

向上を伴う改修工事に対し住宅性能向上リフォーム支援事業補助金を交付しました。また、 

良好な住環境の維持のため、老朽危険空家等の解体除却費に対し老朽危険空家等解体除却支

援補助金を補助しました。 

 公営住宅の維持管理においては、団地内公園の草刈り及び遊具点検を実施し、佐々町公営

住宅等長寿命化計画に基づき、市瀬第２団地（A 棟）の外壁改修工事などを行い適切な維持

管理に努めました。 

 まちなか町有地利活用事業として、庁舎建設工事の開始に伴い、旧町立診療所周辺町有地

は周辺施設利用時の利用者駐車場として、幼稚園跡地は役場職員の駐車場として、引き続き

利用しました。 

 公共下水道事業においては、供用開始後 20 年以上が経過し建物や機器等の老朽化が進んで

いることから、浄化管理センター施設設備更新工事（場内脱水機指示調節計、し渣脱水機な

ど）を行いました。また、し尿及び浄化槽汚泥の安定した処理を行うため、し尿等前処理施

設の建設に向けて、土留め工事、杭工事の基礎工事を行い、地下水槽部の設置まで完了しま
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した。工事の進捗状況については、地元町内会への説明会を 2 回開催しました。引き続き、

令和 6 年 11 月の供用開始に向け工事を進めていきます。 

 合併処理浄化槽事業においては、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するととも

に、町民の生活環境及び自然環境の保全を図るため、合併処理浄化槽設置整備事業費補助金

及び合併処理浄化槽維持管理費補助金を交付しました。 

 水道事業においては、佐々町水道事業新水道ビジョン及び佐々町水道事業更新計画に基づ

き、浄水場及び配水池の整備工事として千本減圧井築造工事や新平野配水池築造工事など計

9 工事を、老朽化した配水管の更新工事として町道里木場線配水管更新工事や町道中央海岸

線配水管更新工事（2 工区）など計 12 工事を行いました。 

 交通安全対策においては、町内会からの要望により、カーブミラーの新設（1 基）、建直し

（1 基）、ミラーの取替え（5 基）を行いました。また、年間 4 回の交通安全運動を中心に、

交通安全母の会との連携を図りながら、交通事故防止、交通安全の啓発に努めました。 

 防災・減災対策においては、地域防災計画に基づき、災害時における被災住民への食料品

等の物資調達のため、計画的に災害用備蓄を購入し備蓄物資の確保に努めました。また、第

５分団消防詰所新築のための造成工事および新築工事を行いました。 

 

 基本目標３．の成果・評価としましては、安全で安心な道路の維持のため、計画的な路肩

伐採工事や国庫補助事業を活用した橋梁定期点検、補修工事を今後も継続して実施していく

必要があります。 

 水道事業においては、安全で安心な水が供給できるよう適切な保守・点検・修繕が実施で

きました。今後は DX やグリーン社会の実現等新たな取組や新技術の動向を踏まえ、業務効

率化を進めていきたいと考えています。 

 公共下水道事業においては、建物や機器等の老朽化が進んでいる中で、長寿命化や施設の

強靭化のための業務を発注することができました。また、し尿等前処理施設の建設に向けて、

建設業者、施工監理業者と連携し、建設を進めることが出来ました。今後も、計画的な更新

計画や国県補助事業の活用による財源確保を行いながら安定的な事業運営を目指していきま

す。 

 防災・減災対策においては、老朽化した第５分団消防詰所を新築したことで地域の防災拠

点の向上につながりました。また、災害対応力向上のための消防団新人訓練や応援出動訓練
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などを実施しましたが、各種訓練等のソフト事業については、より効果的な訓練方法を模索

しつつ、防災、減災に向けて充実させていく必要があります。 

 

 

基本目標４．「自然・環境」を守り続けるまち 

 担当課：保険環境課 

 

 緑や花があふれ、ごみのないまちづくりの推進として、佐々町保健環境自治連合会と合同

で、年 2 回の花苗の植栽、桜づつみや市瀬・神田間の河川沿いに菜の花を植栽し、花と緑豊

かな景観づくりに取り組みました。また、皿山公園及び桜づつみにおいて、佐々町保健環境

自治連合会と合同で、環境美化を目的とした町民ボランティアによる清掃活動に取り組みま

した。 

 ごみ減量化・資源化の推進として、資源ごみ回収補助金や生ごみ処理機器購入補助金を交

付しました。 

 省エネルギー活動の推進においては、令和 4 年度に引き続き CO2 排出量を削減する取組と

して、日常の移動手段である車の利用について、マイカーの利用自粛、エコドライブの実践

を推進する県下一斉スマートムーブウィークに取組みました。また、西九州させぼ広域都市

圏による連携事業として、地球温暖化防止に対する意識啓発を図るため、親子でエコチャレ

ンジ事業を実施しました。 

 不法投棄対策においては、佐々町保健環境自治連合会と合同で、不法投棄の恐れがある箇

所に対し、不法投棄を警告する看板を設置するとともに、江迎警察署及び県北保健所と合同

で、山林等の不法投棄の恐れがある箇所の不法投棄防止パトロールを行いました。 

 ごみ処理施設の維持管理においては、令和 4 年度に引き続き基幹的設備改良工事を実施し、

2 炉の焼却炉のうち 1 炉の改良工事が完了しました。また、溶融炉が修理不能となったため、

焼却灰処理運搬業務及び焼却飛灰処理運搬業務を委託しました。 

 

基本目標４．の成果・評価としましては、指標である清掃ボランティア活動の参加人数が

伸びていない状況であり、今後、目標を達成できるように広報活動の強化等に取り組んでい

きたいと考えます。 
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ごみの減量化・資源化について、指標である町民１人１日あたりのごみの排出量の達成状

況は、913 g/日と目標値である 963 g/日を下回り目標を達成することができました。引き続

きごみ減量化・資源化の推進に取り組んでいきたいと考えます。 

ごみ処理施設について、適切な施設の維持管理を行うことで、施設の健全性の維持が図ら

れ、安定的なごみ処理を行うことができています。今後も安定的なごみ処理を行うために、

老朽化したごみ処理施設の基幹的設備改良工事を進めていきます。 

 

 

基本目標５．「産業・観光」でにぎわうまち 

 担当課：企画商工課、農林水産課 

 

新規就農支援事業として、農業を始めてから経営が安定するまでの間（最長 5 年）の収入

保障として、新規就農者に対し農業次世代人材投資事業費補助金を交付しました。 

地域集落営農推進事業として、中山間地域等直接支払交付金や多面的機能支払交付金など

を交付し、農地・農業用水等の資源の保全と質的向上を図り、持続的で効率的な農業経営の

推進に努めました。 

意欲ある多様な担い手の育成支援として、認定農業者の賛同者で組織された「さざんか農

援隊」の農作業支援者を雇用し、農業経営の改善促進と雇用の拡大を図るため、農作業支援

者育成・サポート体制構築事業を実施し支援を行いました。 

森林の保全については、林業経営に適した森林、適さない森林の分類を行い、経営管理が

行われていない森林の抽出、森林経営管理制度における意向調査対象の森林所有者リストの

作成等を行い、令和６年度以降に実施する調査の準備として林地台帳更新・意向調査準備業

務を実施しました。 

起業・創業者の掘り起こしについては、佐々町商工会と共催したサザンフェスおさんぽマ

ルシェを開催し、起業を検討している多くの方に出店していただくことにより、潜在してい

る起業者の掘り起こしに努めました。 

観光情報の発信においては、佐々駅舎交流センターの指定管理制度への移行を検討しまし

たが、指定管理の導入には至りませんでした。今後の同施設の管理運営については、行政財

産から普通財産へ移管を行いましたので、改めてテナント室入居事業者を募集する予定です。 
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移住推進事業においては、令和 4 年度に創設した県外から佐々町へ転入される子育て世帯

の方を対象とした佐々町子育て世帯移住支援補助金について 1 件を補助しました。また、令

和 5 年度から県外に 1 年以上居住していた世帯が佐々町に移住する場合に、引っ越し等にか

かる費用の一部を負担する佐々町移住・定住促進支援補助金を創設し、2 件の申請があり補

助を行いました。 

 

基本目標５．の成果・評価としましては、新規就農者に対する各種補助事業に取り組み、

就農環境の充実が図られたと考えます。支援事業は実施の前年度までに事業内容を固める必

要があり、早期の支援体制の構築が必要となります。今後も県北振興局、JA と連携し、本町

における新規就農者の早期洗い出しと迅速な支援ができるよう努めます。 

起業希望者の掘り起こしも兼ねたイベントとして開催している「おさんぽマルシェ」及び

「おもてなしフェアスタンプラリー」への参加店舗は、令和４年度と比較して増加しており、

イベントの周知及び商工会や地元商工業者との協力体制が取れていると考えます。今後も、

引き続き商店街の活性化のため、同イベントを開催していきます。 

町のホームページやＬＩＮＥ、観光協会のＳＮＳを活用して、各種イベントや開花情報な

どを積極的に発信した結果、三大花まつりやイベントへの来場者数が増加しています。今後

も引き続き、ホームページやＬＩＮＥ等を含めた多様なメディアを活用し、情報発信を行っ

ていきます。 

 移住・定住については、東京及び大阪等の都市圏での移住相談会等の機会を通して、移住

検討者に対して佐々町の魅力を幅広く周知し、都市圏からの移住促進に努めます。また、令

和５年度は、子育て世帯移住支援補助事業に加え、移住・定住促進支援補助事業を創設し、

給付を行いました。今後とも移住・定住の促進に向け、多様なアプローチの検討を行います。 

 

 

基本目標６．「行政・財政」が持続可能なまち 

 担当課：総務課、庁舎建設室、税財政課、住民福祉課、多世代包括支援センター、 

企画商工課、水道課、出納室、監査 

 議会運営の効率化、迅速化のため、タブレット端末を導入し、職員の事務作業時間（印刷、

整理、配付）を短縮し、事務の効率化を図りました。 
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マイナンバーカードの普及促進においては、マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき、

引き続き令和 5 年度においても、住民に取得していただくことを目標にして取り組みました。

住民の方に負担をおかけすることがないよう、出張申請も実施いたしました。また国が予定

するマイナ保険証のための利用登録や電子証明書の更新、暗証番号の再設定などを行いまし

た。 

令和 6 年度の新庁舎移転時に安定稼働できるよう、次期サーバ・ネットワーク環境構築に

向け詳細設計を行いました。また、執務室及び書庫の公文書管理の改善を進め、令和 4 年度

に引き続き公文書ファイリング方式による文書管理を行いました。 

 税収の確保においては、滞納者の実態調査や財産調査により、滞納者の担税力の把握に努

め、担税力がある長期滞納者や高額滞納者を中心に分割納付による収納促進を図るとともに、

財産の差押えなどに取り組みました。一方、担税力がない、または乏しいと判断される滞納

事案については、滞納処分の執行停止手続きを行い、新たに発生した滞納者に対しては、早

期に催告し、滞納額を累積させないように努めました。 

 資金運用においては、佐々町資金管理方針に基づき、安全性及び流動性を確保したうえで、

効率性を追求し運用収益の最大化を図るため、基金の一部により債券運用を行い歳入の確保

に努めました。 

 監査においては、年間計画に基づき、財務監査、行政監査、財政援助団体等監査を実施し、

また、各会計の決算審査・基金運用審査・健全化判断比率等審査を実施し、町ホームページ

及び LINE へ監査結果を公表しました。 

 庁舎建設事業においては、災害時に行政サービスが継続できる防災拠点としての庁舎の早

期整備を進めるため、引き続き新庁舎の本体工事を実施し、基礎工事・鉄骨工事・外部足場

組立が終わり、屋根工事に着手しました。また、新庁舎工事期間中及び完成後の駐車場とし

て活用するため、旧技能訓練校の解体に着手しました。 

 

 基本目標６．の成果・評価としましては、マイナンバーカードの交付率向上に国のマイナ

ポイント事業がありましたが、令和４年度で終了し、マイナンバーカードの申請数は一時減

少したものの、今後は健康保険証との一体化があるため、徐々にカードの申請が増加してい

る傾向にあります。マイナンバーカードの利用が本格化するにあたり、暗証番号の再設定な

ど窓口事務も増えるため体制を整えたいと考えています。 
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 効果的な予算の編成及び運用では、大型事業等により今後も厳しい財政状況が見込まれ、

施設の整備など普通建設事業については、町民サービスの向上及び安全性の確保の見地から、

緊急性の高いものから採択しつつ、必要性や優先順位を整理し、将来の財政負担を十分考慮

するとともに、より一層の歳出抑制に努めます。 

新庁舎建設事業においては、建設工事の進捗が予定に届かず、目標をやや下回る結果とな

ってしまいました。物価高騰や制度改正などの影響を受け、コスト削減のために全体事業の

見直しなども検討しながら、事業が円滑に進められるよう努めます。 

 

 

基本目標７．「情報共有・協働」のみんなのまち 

担当課：総務課、住民福祉課、企画商工課、教育委員会、議会事務局 

 

 行政情報を迅速に発信するため、広報紙・ホームページ・SNS などの広報媒体を活用し、

各種行政情報等を発信しました。また、佐々町議会においても、令和５年度から本会議に加

えて、付託となった委員会の会議録をホームページへ掲載し、議案の審査過程についても広

く公開しました。 

広聴機会の充実を図るため、第 1 期佐々町保健福祉総合計画、第 2 期佐々町子ども読書活

動推進計画のパブリックコメントを実施し、住民説明会として、保健福祉総合計画アンケー

ト報告会を行いしました。 

男女共同参画の啓発においては、男女共同参画に関する理解が深まるよう、啓発コラムの

広報紙掲載や各種相談窓口の周知に取り組みました。また、西九州させぼ広域都市圏連携事

業として、オンラインによる「イクボス研修」、「性的マイノリティを理解するための基礎セ

ミナー」を実施しました。 

 地域コミュニティを活性化させるため、町内会連絡協議会の研修に対する補助や町内会子

ども会事業説明会を開催しました。また、その活動を支援するため、各町内会子ども会や婦

人会及び公民館運営に対して助成しました。 

 まちづくり応援事業においては、佐々町に思いを寄せる人たちからの応援窓口として、ふ

るさと納税のさらなる新規事業者の参入を手掛けると共に、新たな返礼品の増加に取り組み

ました（町内新規参入事業者 ２事業者、新規返礼品登録数：95 品）。また、寄附者目線に立
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って、ユーザー心理を掴むようなポータルサイトの作り込み・更新を行いました。 

 

基本目標７．の成果・評価としましては、LINE の登録者数は年々増加しており、多くの方

への情報伝達が図れていると思われます。引き続き情報伝達および利便性向上に努めます。

また、昨今のスマホの普及にともない、スマホを活用して多くの方が気軽に情報の入手が行

えるよう利便性向上の強化を図ってまいります。 

男女共同参画の啓発として、町単独では実施が困難な研修を西九州させぼ広域都市圏連携

事業により実施することができました。今後も、懇話会による広報紙コラムや文化祭啓発ブ

ースの設置を継続して実施し、また、西九州させぼ広域都市圏連携事業を活用しながら、男

女共同参画の推進に取り組んでいきます。 

ふるさと納税事業では、返礼品提供事業者の新規開拓や、返礼品の「定期便」設定による

寄附単価の増額を図り、令和４年度と比較して寄附額の大幅増加に繋がりました。今後は更

なる寄附額の増額に向けて、新たな「ふるさと納税ポータルサイト」導入の検討を行います。 
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